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　4）福岡空港の現状能力からみた将来
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　2）連携事例の分類
　3）利用制限型と需要誘発型の検証
　4）連携のまとめ
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1.　ステップ１、２で分かったこと

　福岡空港は、平成14年12月の国の交通政策審議会航空分科会答申において、

将来的に需給が逼迫する等の事態が予想され、将来にわたって国内外航空ネッ

トワークにおける拠点性を発揮しうるよう、各種方策について幅広い合意形成

を図りつつ、国と地域が連携し、総合的な調査を進めることとされました。

　これを受け、国、福岡県、福岡市は平成15年7月に福岡空港調査連絡調整会議

を設け、協力しながら調査を行っています。

　調査に当たっては、広くみなさまに内容や進め方をお知らせするとともに、ご

意見をいただきながら進めていくこととしています（このことを、パブリックイン

ボルブメント（ＰＩ）といいます）。

　みなさまにとってわかりやすく、また意見を出しやすいように、４つのステップ

を踏んで課題や解決方法の検討を行い、そのステップごとにＰＩを実施しています。

　今回はステップ３について検討しています。

　

　このＰＩレポート詳細版は、レポートの理解を深めるためにまとめた参考資料です。

　調査結果の一層の理解のため、ＰＩ期間中は、説明会、オープンハウスなどを開

催し、内容のご説明を行っていきます。是非ご来場ください。

　最後になりますが、このＰＩレポートが福岡空港の将来を考えていただく際にみ

なさまのご理解の一助になることを期待しています。

福岡空港調査連絡調整会議

順々に段階を踏んで検討を進め、各段階ごとにＰＩを行います。

調査結果の一層の理解のためＰＩレポート詳細版をお届けします。

福岡空港の総合的な調査とは

序　言 ステップ１

ステップ2

●将来の航空需要予測については、国内・国際航空旅客は今後の経済成長や福岡都市圏の人口増等に伴い増加が見込まれ、福岡
空港では2010年代初期には年間滑走路処理容量に余力がなくなり混雑状況が拡大し、需要に十分応えられなくなるものと予
想されることが分かりました。

利用者から見ると（利用者アンケート結果）
　・利用者は、「路線数」、「便数」、「アクセス」、「航空運賃」を重視していることが分かりました。
　・利用したい時間帯は朝・夕のピーク時であることや便数の少ない路線に不満があることが分かりました。
地域から見ると
　・福岡空港は九州、福岡の経済発展を支えています。
　・福岡空港には、今後、成長する東アジアとの結びつきを深めていくことが期待されています。
　･航空機騒音や建物の高さ制限などの課題があります。
施設面から見ると
　・駐機場、滑走路、誘導路等に混雑の原因があります。

▼需要予測ケース

●ステップ２では、７つの「地域の将来像」と４つの「福岡空港の役割」をまとめました。

●ステップ1では、福岡空港の現状と課題や空港の能力などについて調査しました。

●福岡空港の現状と課題

現在の福岡空港の能力
　・福岡空港の年間滑走路処理容量は１４．５万回という前提のもとでは、平成15年の実績１３．６万回に対して約０．９万回の

余力があるものの、旅客の利用や航空機の運航には制約が生じはじめています。
有効活用方策を施した場合の福岡空港の能力
　・現空港敷地内で有効活用方策（平行誘導路二重化）を実施した場合、年間滑走路処理容量が１４．９万回になると見込まれ、

滑走路処理容量や旅客の利用・航空機の運航の制約が若干緩和されることになります。

●空港能力の見極め

①グローバル化
②少子高齢化
③地方分権
④価値観の多様化
⑤IT化（高度情報化）
⑥社会資本形成
⑦環境重視

：成長する東アジアを中心とした国際社会と共生する地域
：国内外から多彩な人材を引きつける、多様な機会に充ちた地域
：地域性を活かして競争力のある自立した地域
：様々な人々が交流し、ゆとりと豊かさを実感できる地域
：ＩＴを活かして優れた知識を創造し、国内外に情報発信する地域
：戦略的な社会資本形成によりグローバルな競争力をもつ地域
：都市の発展と環境への配慮が好循環した持続可能な地域

●海外・全国と福岡を結び相互交流の拡大を支える空港
　【必要となる取り組み：航空ネットワークの拡充】
●サービス向上を促進し、航空需要を支える空港
　【必要となる取り組み：空港容量の確保】
●福岡の交通結節機能を活かし、速く・安く・快適な移動を支える空港
　【必要となる取り組み：利用者の利便性向上】
●地域と共存しながら、福岡・九州の自立的発展を支える空港
　【必要となる取り組み：幅広い航空利用と安全・環境等への配慮】

【福岡空港の現状と課題】（ステップ1の結果から）

利用者の視点・地域の視点・航空ネットワークの視点・空港施設の視点

【地域の将来像】 【福岡空港の役割】【着目する論点】

前提 ・静岡空港、百里飛行場の開港（2012年度供用）
・九州新幹線鹿児島ルートの全線開業（2010年度開業）
・2012年度までに整備の見込まれる高規格幹線�
  道路、地域高規格道路の供用ケース

ケースA
「改革進展」

構造改革等が進展した場合の経済成長
を見込んだ場合

ケースB
「非改革・停滞」

構造改革等が進展せず、生産性の向上等が
進まない場合

ケースC
「失われた10年」

「失われた10年」ともいわれる1990年代の日本
経済の停滞期と同等の状況が続くと仮定した場合

注）発着回数の実績は、定期便以外の自衛隊機等の不定期便を含む
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1.　ステップ１、２で分かったこと 2.　ステップ３で知っていただきたいこと
１） 今回のステップの位置づけ・役割と次回ステップとの関わり

●PIステップ１では、現空港敷地内での有効活用方策として、国内線エプロンの平行誘導路の二重化を検討し、若干の

混雑緩和効果があることが確認できました。その後、「誘導路二重化以外の方策があるのでは？」「ターミナルビルの

滑走路中央部への移転が役に立つと思う。」などのご意見がみなさんから寄せられました。これらのご意見を踏まえ

て、現国内線ターミナルを移転した場合の下記の２ケースを追加検討しました。

●追加ケース1、2とも、滑走路処理容量が若干増加することが予測されますが、将来需要に対応できるほどの容量とは

ならないことが考えられます。また、整備費は平行誘導路の二重化案（ステップ1）と比較して多大なものとなります。

ステップ2

●福岡空港の現状と課題、空港利用者の視点に立った航空サービスの評

価基準、現在の空港の能力について検討。

対応策を検討するための前提条件
●地域の将来像と福岡空港の役割、航空需要の将来予測について検討。

ステップ3 評価の視点と検討すべき対応案
●検討すべき対応案と対応案を評価する視点を検討。

ステップ4 対応案の比較評価と方向性（案）
●評価の視点に基づく対応案の比較評価と方向性（案）を作成。

ステップ1 課題と実現すべき政策的目標

　ステップ１では、様々な視点から福岡空港の現状

と課題をとりまとめ、現在の福岡空港の能力と有効

活用方策を実施した場合の福岡空港の能力の見極

めについて検討しました。

　また、ステップ２では、ステップ１で得られた成果

を活用して、地域の将来像と福岡空港の役割をとり

まとめ、将来の航空需要の予測を行いました。

　これらを踏まえて、今回ステップ３では、「将来の

福岡空港にはどんな対応が考えられるのか、（検討

すべき対応案）」、「それぞれの対応案をどんな‘‘観点’’

でくらべるのか（評価の視点）」について理解を深め

ます。

　なお、「既存ストックの有効活用方策」については、

平行誘導路の二重化をステップ１で検討しましたので、

今回は、３方策について検討します。

　そして、次のステップ４では評価の視点に基づい

て対応案の比較評価を行い、方向性（案）を作成します。

■福岡空港ＰＩステップの全体構成とステップ３の位置

■福岡空港の総合的な調査  ステップ3  PIレポート

検討すべき対応案

近隣空港との連携方策

滑走路増設方策

新空港方策

評価の視点
評価の視点の設定

（2005.7～2005.12）終了

（2006.7～2006.12）終了

ステップ1 追加ケース1

追加ケース2

現国内線エプロンの平行誘導路の二重化 現国内線ターミナルを
東側中央部へ移転

国内線ターミナルと国際線
ターミナルの西側での統合

東

北 南

西

コラム1　現空港の有効活用の追加検討

国内線 国内線を
東側中央部

へ展開

現滑走路　2,800m

国際線貨物
地
下
鉄

自衛隊等

拡張

国内線

現滑走路　2,800m

国際線貨物 自衛隊等

拡張地下鉄の分岐・延伸

ステップ1 追加ケース1 追加ケース2

・ターミナルビルをセットバックする必要
があり、現行サービスレベルを維持する
ためにはターミナル道路の切り回し等に
工夫が必要。また、ターミナルビルの運用
を維持しながらの工事に課題がある。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量は１４．５万回／年から１
４．９万回／年に増加

・国内線ターミナルビル中央部に大型機材
用スポットを集中させれば、利便性は向
上する。

・旅客ターミナルビル、管制塔等全ての東
側ターミナル施設の移設が必要であり、
これらの運用を維持しながらの工事に
課題がある。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の延伸費用、用地購入費用が必要。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。

整備概要 国内線ターミナル地区を滑走路
東側中央部に移設する案

現行国内線エプロン誘導路を
二重化する案

国内線ターミナル地区を滑走路西側に
移し、国際線ターミナル地区と統合する案

用地買収面積 用地買収なし 約30ha 約25ha

概算整備費

特　徴

340億円程度
（エプロン、ターミナルビル、
道路・駐車場整備費用など）

2,000億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

1,500億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

・国内線・国際線ターミナルを統合する場合、
ターミナルが長くなること、またエプロン
間口の制約から、ビルに直接接続しない
スポットが増えることから、移動に関し
て利用者利便性が低下する。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の分岐又は延伸費用、用地購入費用
が必要。

・貨物施設については、旅客ターミナル地
区と貨物地区が並列配置されることから
利便性に優れる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。

国内線

現滑走路　2,800m

国際線貨物 自衛隊等
地
下
鉄
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JR篠栗線

JR山陽新幹線

JR香椎線

高速4号線

高速1号線

西九州自動車道
（福岡前原道路）

JR筑肥線

福岡IC

太宰府IC

地下鉄箱崎線

地下鉄空港線

地
下

鉄
七

隈
線

博多

福岡空港駅

貝塚

博多南

香椎

西
鉄
貝
塚
線

アイランドシティ

能古島

志賀島

博多湾

玄界灘

姪浜
西新

橋本

六本松

天神
中洲川端

大橋

高速3号線

高
速
２
号
線

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

Ｊ
Ｒ
鹿
児
島
本
線

Ｊ
Ｒ
博
多
南
線

九
州
自
動
車
道

福岡外環状道路

高速5号線

3

3

495

202

202

202

263

201

385都市高速道路

九州自動車道

JR

西鉄天神大牟田線

福岡市営地下鉄

西鉄宮地岳線

N

小牧

天神11分
（地下鉄）

小倉33分
（地下鉄＋新幹線）

博多5分
（地下鉄）

→

佐賀54分
熊本96分

（地下鉄＋JR特急） →
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3.　福岡空港の概要
１） 福岡空港の概況

3.　福岡空港の概要
１） 福岡空港の概況

　福岡空港は、福岡市東南部（福岡市博多区大字下臼井）に位

置し国土交通大臣が設置・管理する第二種空港です。

　福岡市中心部に近い場所に位置し（都心から7km）、福岡市

都心部から空港へのアクセスは、福岡市営地下鉄空港線が国

内ターミナル地域に乗り入れており、ＪＲ博多駅からは5分、天

神から11分と非常に利便性に優れた空港です。

　国内線24路線、国際線17路線を有し（平成19年5月現在）、

平成18年度速報値で年間約1589万人の国内航空旅客と約

224万人の国際線旅客に利用され、年間の発着回数は13.9

万回（国内線12.3万回、国際線1．6万回）にのぼっています。

　旅客ターミナルは、滑走路を挟んで東側に国内線、西側に国

際線があります。貨物ビルは国内、国際ともに西側にあります。

■路線の現況
　福岡空港の平成19年5月現在の国内定期航空路線は、東京、大阪方面、名古屋及び南九州を中心とし、東北、北陸、山陰及び四国も含め

24路線320回（発着）／日、国際定期航空路線は、中国・台湾、韓国及び東南アジアを中心に17路線304回（発着）／週が運航されています。

　福岡空港へ就航する便の航空会社は、国内線が6社、国際線が国内社3社、外国社14社となっています。

●国内　24路線　1日320回（発着）
●国際　17路線（16都市）　週304回（発着）
　（平成19年5月）

N

国内線ターミナル地域国内線ターミナル地域

国際線ターミナル地域国際線ターミナル地域
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※PIステップ2のグラフに2006年度の実績を追加している
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32回 32回

1日あたり398回

26回

■時間帯別発着回数

実績　　　ケースA　　　ケースB　　　ケースC

※発着回数の下段（　）書きは滑走路処理容量14.5万回／年との差

前提
・静岡空港、百里飛行場の開港（2012年度供用）
・九州新幹線鹿児島ルートの全線開業（2010年度開業）
・2012年度までに整備の見込まれる高規格幹線�
  道路、地域高規格道路の供用

ケース

ケースA
「改革進展」

構造改革等が進展した場合の経済成長
を見込んだ場合

ケースB
「非改革・停滞」

構造改革等が進展せず、生産性の向上等が
進まない場合

ケースC
「失われた10年」

「失われた10年」ともいわれる1990年代の日本
経済の停滞期と同等の状況が続くと仮定した場合

I Iはじめに はじめに

3.　福岡空港の概要3.　福岡空港の概要

・将来2012年では潜在的な需要が滑走路処理容量を上回るため、ピーク時間帯の増便可能数は0回となり、増便の余力はなくなって

いるものと見込まれます。またピーク時間以外でも、同様の結果となっています。

・2012年以降、2022年、2032年と増便に対する潜在的な需要はさらに高まり、増便が不可能な状況が続きます。

・増便ができない場合、利用者のニーズにあった路線設定・時刻設定などが難しくなります。また、新たな航空会社の参入や航空会社間

の競争を阻害する要因となり、低廉な航空運賃の維持ができなくなる可能性が考えられます。

（２）増便について

4） 福岡空港の現状能力からみた将来 4） 福岡空港の現状能力からみた将来

・ピーク時間帯とは、朝の9～11時台、夕方の17～19時台の計6時

間。

・将来の時間帯別発着別発着回数は、1日あたりの滑走路処理容量

を求めた際の時間帯別発着回数の比率で拡大していくものと仮定。

・現況の福岡空港の滑走路処理容量は、ＰＩレポートステップ１において、年間値「14.5万回／年」（1時間値｢32回／時｣、１日値｢398回

／日｣）と算出しています。

・また、ＰＩステップ２における需要予測結果から、将来の潜在的な福岡空港の年間発着回数を算出しており、2012年度で15.3～16.1

万回であることから、約0.8～1.6万回の超過が見込まれます。

・2012年度以降も発着回数は増加し、2032年には、発着回数が最も少ないケースＣでも18.1万回となり、滑走路処理容量を3万回以

上超過することになるなど、2010年代初期には滑走路処理容量に余力がなくなると見込まれます。

　福岡空港において何も対応しない場合、どのようなことが起きるのか、ＰＩレポートステップ１および2の検討結果を再掲整理して以下

に示しています。

■年間発着回数と年間滑走路処理容量

（１）滑走路処理容量について

▼需要予測ケースと予測結果

（滑走路処理容量の基本的考え方） 　時間当たりの滑走路処理容量は、滑走路の使用方法、出発機と到着機の割合、

大型機の混入率等により変動します。ここでは、日々の定期便が安定して運航

できるよう、幅広い条件に対応する数値として、32回／時を代表値としました。

　1日当たりの滑走路処理容量は、朝夕のピーク時は32回／時、その間は遅

延が発生しない程度の使用状況を想定して26回／時（ピーク時能力の8割程

度）、早朝及び深夜は現状程度の使用状況を想定し、398回／日としました。

　年間の滑走路処理容量は、1日当たりの処理容量を365倍して14.5万回と

算出しました。

　なお、上記の前提のもとでは、実際の発着回数はこれより多いことも少ない

こともあります。

1995年11月

2005年11月

将来2012年

■時間帯別発着回数と処理容量の比較

■ピーク時間帯の発着回数の余力(時系列)

（参考）将来(2022・2032年における時間帯別発着回数と処理容量の比較

ケース（A）

2005年度実績

ケース（B）

ケース（C）

13.7
（-0.8）

2012年度

15.7
（+1.2）

15.3
（+0.8）

16.1
（+1.6）

2017年度

16.6
（+2.1）

16.0
（+1.5）

17.5
（+3.0）

2022年度

17.9
（+3.4）

16.6
（+2.1）

19.2
（+4.6）

2032年度

20.6
（+6.1）

18.1
（+3.6）

23.0
（+8.5）

2012 2017 2022 2032 年度

25

20

15

10

5

0

発
着
回
数（
着
陸
回
数
×
２
）（
万
回
／
年
）

16.1 15.7
15.3

16.6
16.0 16.6

18.117.9

20.6

17.5
19.2

23.0

滑走路処理容量14.5万回

【年間発着回数の予測結果】

14.1

10.7
8.7

13.7

1990 1995 2000 2005

13.9
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3.　福岡空港の概要3.　福岡空港の概要

・現在（2005年）は、福岡空港の運用時間15時間中、9時間が発着回数からみた混雑時間です。

・2012年以降になると、潜在的には8～20時までの連続13時間が混雑時間となり、慢性的に遅延が起こりやすい状態になっているこ

とが見込まれます。

・このような遅延の影響は、福岡空港のみならず、全国の航空ネットワークへの波及が懸念されます。

（４）離着陸の混雑する時間数

4） 福岡空港の現状能力からみた将来 4） 福岡空港の現状能力からみた将来

・1時間あたりの滑走路処理容量は32回／時。

･過去の時間あたり発着回数と航空機の離着陸時の遅延の状況から、時間あたり発着回数が滑走路処理容量の約8割（25回／時）を

超過している時間帯を混雑時間帯と設定。

・将来の時間帯別発着別発着回数は、1日あたりの滑走路処理容量を求めた際の時間帯別発着回数の比率で拡大していくものと仮定。

■離着陸の混雑する時間数(時系列)1995年11月
■時間帯別発着回数と時間当たり処理容量の比較

2005年11月

将来2012年

（３）新規路線の開設について

・将来の時間帯別発着別発着回数は、1日あたりの滑走路処理容量を求めた際の時間帯別発着回数の比率で拡大していくものと仮定。

･日帰りできる路線は、発地、着地それぞれからの日帰りを可能とするため、朝のピーク時間帯、夕方のピーク時間帯、それぞれに往

復便の就航が可能な場合（朝・夕の時間帯で各々往復1便、計発着4回の余力がある場合）に路線増加可能性があると仮定。

・2012年には、①1日1便の新規路線を開設できる数、②朝と夕のピーク時間帯に各1便の路線（日帰り可能路線）が開設できる数はい

ずれも0であり、新たな路線の開設は不可能な状況です。

・こうした日帰り可能な路線が新たに就航できなくなると、利用者に対して「いつでもどこでも行ける」という航空サービスの提供に制

約がかかることになります。これは国内線に限らず、福岡と海外の相互交流の拡大を支える新たな国際航空ネットワークの拡充にも

制約がかかることになります。

・また、新規路線の開設ができない場合、新たな航空会社の参入や航空会社間の競争を阻害する要因となり、低廉な航空運賃の維持が

できなくなる可能性が考えられます。

1995年11月
■時間帯別発着回数と処理容量の比較

■新規路線開設の余力(時系列)

2005年11月

将来2012年
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3.　福岡空港の概要3.　福岡空港の概要

・ＰＩステップ１において、利用者からみた福岡空港の利用特性について把握するために、アンケート調査（インターネット及び聞き取

り、サンプル数29,920票）を実施し、利用者ニーズや満足度について、関連する統計データなどとの比較・分析を行っています。

・この分析結果からは、利用者が、現状の福岡空港に対して一定の満足度を持っている一方で、「希望する時間に便がない」「地方路

線の便数が少ない」「遅れることがある」などの不満を持っていることがわかります。

（参考）福岡空港に対する利用者ニーズや満足度について

4） 福岡空港の現状能力からみた将来 4） 福岡空港の現状能力からみた将来

国内線について

国際線について

利用者のニーズ（満足度の項目）

希望する直行便がある
【路線数】

主な分析結果

福岡路線がない県（山形県など）の利用者については、満足度がやや低い傾向にあります。

日当たり便数が1～3便と羽田などの幹線と比べて、便数が少ない地方路線等では、満足度が
低い傾向にあります。
空港の利用頻度が高い利用者ほど、満足度は低い傾向にあります。

便数が比較的多い羽田路線や名古屋路線等では、満足度がやや高い傾向にあります。航空会社
間の競争や新幹線との競合による影響と推測されます。
予約時期が遅い利用者ほど、満足度がやや低い傾向にあります。航空券は、予約時期が遅いほ
ど普通運賃の占める割合が多い傾向にあり、満足度に影響していると推測されます。
空港の利用頻度が高い利用者は満足度が低い傾向にあります。

空港までの所要時間が1時間未満の地域では、利用者の約9割が満足側に回答しています。

希望する時間帯に
航空便がある

【便数（時間帯）】

航空運賃が割引等で
安く利用できる

空港まで早く到着できる
【アクセス】

路線に就航している機材（プロペラ機など）によっては、満足度がやや低い傾向にあります。
事故なく安心して
利用できる

過去に福岡空港発着の航空券で希望時間帯のチケットを購入できなかった経験がある利用者
が多い九州の路線では、満足度がやや低い傾向にあります。

希望便の予約が
確実にできる

地方路線が多い第1ターミナルビルの利用者の方が、第2ターミナルビルの利用者と比べて、満
足度はやや低い傾向にあります。

搭乗手続きや検査の
待ち時間が少ない

空港の利用頻度が高い利用者ほど満足度が低い傾向にあります。
運航時間が確実である

【遅れ】

利用者のニーズ（満足度の項目） 主な分析結果

路線数（目的地の種類）

「路線数」については、満足度に大きなバラツキが見られ、不満側に回答した割合も
他のニーズと比べると高い傾向にあります。
・海外での乗り継ぎ客が比較的多い路線は、台北やシンガポール、ソウルとなってい
ます。また、最終目的地は、台北やシンガポール路線では、主にASEAN、ソウル路線
では、主に欧米となっています。

【福岡発成田・関西路線の海外乗り継ぎ客について】
「乗り継ぎ」に対しては、不満側に回答した人が、満足側より多くなっています。
・乗り継ぎ客の旅行先は、主に欧米となっています。

アクセス2時間未満の地域では、利用者の約7～9割が満足側に回答しています。
空港までのアクセス

（時間、費用、頻度）

旅行先での滞在時間が取りにくいと考えられる出発時刻が遅い便については、満
足度が低い傾向にあります。

利用した路線の出発時刻
【便数（時間帯）】

ビジネス目的の利用者は、観光目的よりも満足度は低い傾向にあります。
・観光目的は、団体旅行の形態が全体の約2／3を占めています。

航空運賃
　福岡空港にこのまま何の対策も行わず、現状能力のままの場合、年間滑走路処理容量が不足することにより、利用者の様々なニーズ

に対応できなくなることが予想されます。また、これにより、交通手段として本来福岡空港において飛行機を利用したい人々が、他の空

港あるいは他の交通機関を選択せざるを得ないという不利益をも生むことになります。

コラム2　予約の取りづらさ

　航空機の座席が旅客で埋まっている割合を座席利用率といいますが、旅客が増えると、航空会社は就航機材の大型化や増便を行う

ために、座席利用率は通常60～70％程度です。

　しかし、福岡空港の将来需要に対して、滑走路処理容量が不足し増便ができなくなると、座席利用率が徐々に高くなっていき、希望す

る便の予約をとることが難しくなっていきます。

　航空会社への聞き取り調査によると、月平均座席利用率と予約のとりづらさには、次のような関係があります。

　　○座席利用率70％未満：ほとんどの便で比較的容易に予約ができる

　　○座席利用率70～80％：予約が取れないという利用者の反応が出る

　　○座席利用率80～90％：ニーズの多い時間帯の便はほぼ満席になり、予約を取ることが難しくなる

　　○座席利用率90％以上：全便でほぼ満席。空港に行けば空席待ちで時々席が取れる

下に示す羽田路線の例からは、ケースＡの場合は2022年以降に、ケースＢの場合も2032年以降には、「全便でほぼ満席」の状態にな

り、急な用事に対応できないなどの不便を感じる状況になっていることが想定されます。

・将来の月平均座席利用率は、将来の航空需要に対して、滑走路処理容量により将来的に増便できないと仮定して推計。

・福岡－羽田路線の旅客数は、10年間で1.3

倍に増加しましたが、需要の増加に応じた増

便等によって、座席利用率は60～70％の間

で推移し、平均では63％となっています。

・現状この程度の座席利用率であっても、利用

希望者が多い時間帯や曜日によっては、数

日前から予約で満席になっている便が発生

しています。

実績　　　ケースA　　　ケースB　　　ケースC羽田路線を例として、2005年11月の実績をもとに将来の月平均座席利用率を仮想的に推計しています。

※航空の利用希望者が便の提供座席数を月平均でも超過している状態

予約の取りづらさ
の目安

ほとんどの便で比較的容易に予約ができる。
予約が取れないと
いう利用者の反応
が出る。

ニーズの多い時間
帯の便はほぼ満席と
なり、予約を取る
ことが難しくなる。

全便でほぼ満席。
空港に行けば空
席待ちで時々席
が取れる。

座席利用率（％）

現状

将来

2005年 64％

2012年

2022年

2032年
96％

94％
84％

77％

75％
73％

70％

81％
108％※
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■福岡ー羽田路線の旅客数と座席利用率の推移

■福岡ー羽田における例

旅客数
座席利用率
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3.　福岡空港の概要
4） 福岡空港の現状能力からみた将来

コラム3　現空港の利用時間の延長の効果について

　ステップ1でいただいたご意見の中に、需給逼迫の緩和策として「空港を24時間化したら？」「早朝、深夜の時間を活用することも検

討しておくことではないでしょうか？」といったご意見がありました。現在は7：00～22：00を利用時間としているところですが、この

利用時間帯を延長するためには、次のような点に注意する必要があります。

　　①地元の皆様のご理解が得られるか？

　　②深夜早朝の時間帯にどれだけの需要を見込むことができて、それがどれくらい需給逼迫緩和に貢献するのか？

　①については、過去のいわゆる「福岡空港騒音公害訴訟」の判決・経緯を十分に認識し、地元住民のご理解を頂いた上で、検討を進め

なくてはなりません。現在の環境基準では、22：00から翌7：00までの航空機騒音は1回の飛行を10回の飛行としてカウントするもの

であり、基準の上でもこの深夜早朝の時間帯の騒音の評価は重いものとなりますが、そのような評価の前に地元の皆様のご理解を頂く

ことが大前提と考えます。

　②については、23：00台の到着や6：00台の出発には幾分需要が見込まれるものの、新北九州空港の実績や空港のアクセス状況を

ふまえるとそれほど多くの需要があるとは考えにくいことも事実です。

　ちなみに、新北九州空港での実績をふまえ約300人乗りのB767クラス（新北九州空港ではA320で約160人乗り）が到着4便、出発

2便が深夜早朝時間帯に就航したとして、

　年間旅客数　46万人程度（搭乗率70％として）

　離発着回数　約2200回程度　となります。

　この便数が騒音コンターに与える影響は小さいものと試算しております。

　利用時間の延長は福岡空港の需給逼迫緩和のための方策としての効果は、小さいものと考えられ、ピーク時の混雑解消にも、さほど

貢献しないことが予想されます。

　今後このPIを通じて、地元の皆様のご意見を踏まえ、検討していくことが重要と考えております。

　左記ダイヤは、北九州ー東京便の2007年3月ダイヤです。

北九州ではスターフライヤーのA320型機（約160人乗り）が

就航しています。

　福岡空港の利用時間を当てはめると赤い部分が利用時間

外運航となります。

　2007年6月ダイヤでは、これより22：00以降の到着便が1

便減っている状況です。

東京 北九州→ → 東京

発時刻
7：35

9：10

9：15

10：25

12：20

12：45

13：55

15：40

16：55

17：25

18：40

20：15

20：30

21：40

23：30

着時刻
9：20

11：00

11：05

12：10

14：05

14：35

15：40

17：25

18：40

19：15

20：30

22：05

22：15

23：25

25：15

発時刻
5：30

6：45

8：10

8：30

9：55

11：35

11：50

12：55

14：45

15：25

16：30

18：10

19：30

20：10

21：20

着時刻
6：55

8：10

9：40

9：55

11：25

13：05

13：15

14：25

16：15

16：50

18：00

19：40

21：00

21：35

22：50
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II章 将来需要への対応方策の検討

I章 はじめに

III章 将来対応方策の評価の視点の検討

近隣空港との連携について P20

現空港における滑走路増設について P38

新空港について P58

現空港の概要
　平成14年12月の交通政策審議会航空分科会の答申では、福岡空港において将来的に逼迫する等の

事態が予想されるとして、「既存ストックの有効活用方策」「近隣空港との連携方策」「新空港及び滑走路

増設等の抜本的な空港能力拡充方策」について、総合的な調査を進める必要があることが示されました。

また、平成19年6月の同分科会答申においても、総合的な調査の結果を踏まえ、抜本的な空港能力の向

上のための施設整備を含め、将来需要に適切に対応するための方策を講じる必要があることが示されて

います。

　この章では、「近隣空港との連携」と抜本方策である「現空港における滑走路増設」及び「新空港」につ

いて、順をおって説明していきます。

なお、「既存ストックの有効活用方策」については、平行誘導路の二重化をステップ１で検討しましたので、

ここでは割愛しました。

　「近隣空港との連携」は、混雑している福岡空港の需要を近隣空港（新北九州空港・佐賀空港）への分散

させる案です。

この章では、国内外の連携事例を参考に福岡空港への乗入制限や近隣空港へのアクセス向上策などを検

討しました。

　「現空港における滑走路増設」は、現空港で滑走路を1本増やす案です。

この章では、現滑走路の東側または西側に増設した場合の標準的な配置例について検討するとともに、

周辺の影響に配慮して滑走路間隔を狭くした場合等の空港施設の配置などを検討しました。

　「新空港」は、現空港に替えて他の場所に新しい空港を造る案です

この章では、地形条件や運航空域、騒音の影響などから、滑走路が配置できる可能性を検討し、候補地ゾー

ンを選出しました。

II将来需要への対応方策の検討
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
１） 北部九州地域における空港の位置関係と利用特性

近隣空港との連携については、以下のプロセスにより整理を行います。

検討プロセス

検討段階

連携の検討

1.北部九州地域における空港の

　位置関係と利用特性
北部九州地域における3空港の位置関係と利用特性を検討する。

検討内容

2.連携事例の分類 連携事例を利用制限型と需要誘発型に分類整理する。

3.利用制限型と

　需要誘発型の検証
連携事例を紹介し、北部九州地域と比較検証する。

4.連携のまとめ

（１）近隣空港の概要

［概要（諸元等）］

設置及び管理者　国土交通大臣（第２種空港） 滑 走 路　２,５００ｍ×1本

運用時間 　24時間

開港日　2006年３月１６日

●新北九州空港

旅客数（2006年度速報値）

　1,270,666人

貨物取扱量（2006年度速報値）

　4,842トン

［概要（諸元等）］

設置及び管理者　佐賀県（第3種空港） 滑 走 路　２,000ｍ×1本

運用時間　6:30～21:00

（18．5時間）0:00～ 4:00

開港日　1998年７月２８日

●佐賀空港

旅客数（2006年度速報値）

　298,554人

貨物取扱量（2006年度速報値）

　17,848トン
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資料：「平成15年度 航空旅客動態調査」（国土交通省航空局）をもとに作成

旅行先別空港選択率

空港利用者の居住地・旅行先分布図

空港利用者の居住地・旅行先分布図

福岡空港利用居住者
福岡空港利用旅行者

佐賀空港利用居住者
佐賀空港利用旅行者

北九州空港利用居住者
北九州空港利用旅行者

空港利用者の居住地・旅行先分布図

空港利用旅行者空港利用居住者

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
１） 北部九州地域における空港の位置関係と利用特性 １） 北部九州地域における空港の位置関係と利用特性

（２）位置関係

　福岡空港とその近隣空港の位置関係は以下に示すとおりです。複数空港を運用している国内の他都市と比較し、近隣空港は福岡空

港からの距離が遠く、需要が大きい福岡都市圏の外に位置しています。

※母都市への通勤依存率：定住地から福岡市、東京都特別区、大阪市へそれぞれ通勤している人口の割合が10％以上のものを指して

います。

（３）利用特性

　福岡空港の利用者は福岡都市圏が中心であり、北部九州全体に分布しています。

　居住地又は旅行先が北九州空港や佐賀空港の周辺でも、航空路線・便数の多い福岡空港を利用する人が多数存在します。

　一方、北九州空港、佐賀空港の利用者は、それぞれ各空港周辺に分布しています。

北九州空港、佐賀空港はほとんど直背後の利用者のみである。

空港利用者の居住地・旅行先は福岡市内に集中している。

居住地又は旅行先が北九州空港・佐賀空港直背後であっても、
福岡空港利用者が存在している。

居住地分布と旅行先分布を比較すると、居住地分布の方が比較
的分布している。旅行先分布は都市部、特に博多区に集中し
ている。

居住地又は旅行先が北九州空港・佐賀空港直背後であっても、
福岡空港利用者が存在している。

76km

71km

18km

14km

39km

53km

82km

4km

福岡

東京

大阪

2006年度の旅客数
（国際線・国内線計 万人/年)

供　用　滑走路（m）

予定

母都市への
通勤依存率10％以上

       空港名

1,812万人
2,800m

福岡

30万人
2,000m

佐賀

127万人
2,500m

新北九州

［道路距離km］
　都市の中心駅（博多駅、東京駅、大阪駅）から空港までの道路距離
　（インターネット検索より）

3,202万人
4,000m

2,180m

成田

1,684万人
3,000m

1,828m

伊丹

6,646万人
3,000m

3,000m

2,500m

2,500m

羽田

274万人
2,500m

神戸

1,669万人
3,500m

4,000m

関西

※関西国際空港は平成19年8月2日から2本目供用開始。

〔凡例〕
空港利用者の居住地・旅行先分布図

空港利用者の空港選択率
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分類連携事例

福
岡
空
港
で
の
利
用
制
限
型

近
隣
空
港
で
の
需
要
誘
発
型

①国際線の乗入制限

②長距離路線の乗入制限

③小型機による定期便の乗入制限

④ゼネラルアビエーション機等の乗入制限

⑤貨物専用定期便の乗入制限

⑥非定期便（チャーター便）の乗入制限（公用・緊急の場合を除く非定期便の乗入制限）

⑬近隣空港のアクセス（ソフト）向上による需要分散（近隣空港への複数方面からの空港バスの運行）

⑭近隣空港のアクセス（ハード）整備による需要分散（道路・軌道系アクセスの整備）

⑮近隣空港の利用者負担の軽減による需要分散（近隣空港の着陸料・施設使用料の軽減）

⑯近隣空港の正規運賃同一化と手数料なしの空港変更（マルチエアポート）

⑦深夜便・早朝便の乗入制限

⑧高需要路線の便数制限

⑨利用者負担の増加による需要分散（施設使用料等の割増徴収）

⑩ピーク時の利用者負担の増加による需要分散（ピーク時の着陸料・施設使用料の割増徴収）

⑪近隣空港へのアクセス費用の低減（近隣空港の駐車料金の低廉化、連絡橋の無料化）

⑫近隣空港へのチャーター便を含む航空路線の誘致
　（近隣空港への国内・国際、旅客・貨物、チャーター便、ゼネアビ、深夜早朝便等、様々な路線の誘致）

内　容

福岡空港での
利用制限型

福岡空港での利用制限を行うことで近隣空港への需要の移転を図る手法

近隣空港での
需要誘発型

近隣空港の特性を活かした需要誘発を行うことで、近隣空港への需要の移転を促し、
市場原理に基づいた近隣空港の活用を図る手法

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
2） 連携事例の分類 2） 連携事例の分類

　複数空港を運用している国内外の近隣空港の連携事例等から大きく「福岡空港での利用制限型」と「近隣空港での需要誘発型」に分

類し、整理しました。

「福岡空港での利用制限型」と「近隣空港での需要誘発型」の分類比較表

コラム4　「移管」と「乗入制限」の違い

　近隣空港との連携を考えた場合、以前は、航空会社に対して規制を加え、近隣空港へ路線を強制的に「移管」させる方法があり、これ

により空港間の「機能分担」（※）などが行われていました。しかし現在は、そのような行政による需給調整規制は、航空法において廃止

されています。

　このため、今回の検討では、需要の分散を促すために「乗入制限」を設定しています。ただし、制限された航空路線・便が近隣空港に乗

り入れるかどうかについては、航空会社の経営判断にゆだねられます。（一部の路線・便は減便・撤退する可能性があります。）

※空港間の「機能分担」について

　　空港間の「機能分担」は、一般的に、混雑空港から近隣空港へ国際線や貨物便など特定の機能の移転を図ることがイメージされます。

　　上述のとおり、行政により特定の機能を近隣空港へ強制的に移管することは、現在できませんが、乗入制限によりこのような「機能

分担」をめざす施策として、P24の事例のうち①～⑦が該当します。

国内他空港の乗入制限の事例【大阪国際（伊丹）空港】

　大阪国際空港は、平成6年の関西国際空港開港時に、概ね路線距離1,000km以内の国内線の就航する空港と位置付けられまし

た。しかし、平成12年の航空法改正後は、混雑飛行場に指定されている大阪国際空港においても、単に「混雑緩和」を理由にした規

制は行われておらず、「環境」という観点から、騒音対策協議会との協議や航空会社との調整、パブリックコメント等の実施を経た

上で運用の見直しが行われています。

・ＹＳ代替ジェット枠の段階的削減

ジェット枠(250回)のうち、ＹＳ代替ジェット枠（50回）を段階的に削減、最終的に、ジェット枠200回・プロペラ枠170回となっ

た（平成19年4月以降）。

・長距離便の就航制限

ジェット枠は、中・近距離路線に優先的に使用し、北海道や沖縄など長距離路線への就航を大幅に制限する。

〈主な運用〉

ただし、このような制限を課すことによる「機能分担」は、利用者利便性を損ない、

地域の発展を阻害する可能性があることに、十分留意する必要があります。［ ］
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コラム5　制限する路線を長距離路線にする理由

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
2） 連携事例の分類 3）利用制限型と需要誘発型の検証

　近隣空港との連携を考えた場合、「長距離路線」の乗入れを制限した方が、「短距離路線」を制限した場合に比べ、目的地までの全

行程に対する、近隣空港までのアクセスにかかる時間や距離、費用の割合が小さく、利用者の負担感も比較的小さいものとなります。

また、鉄道等の他の交通手段と競合することも少なくなります。

　そのため、「長距離路線」の乗入れを制限した方が「短距離路線」を制限した場合に比べ、相対的に当該地域の航空需要の喪失が少

なくて済む可能性があります。�

長距離路線のアクセス比較

【長距離路線】
　全行程に占めるアクセスの時間や距離、費用の割合が小さい
　　⇒近隣空港へのアクセスに対する負担感が比較的小さい

【短距離路線】
　全行程に占めるアクセスの時間や距離、費用の割合が大きい
　　⇒近隣空港へのアクセスに対する負担感が大きい
　　⇒鉄道等の交通手段が競合する

出
発

空
港

空
港

到
着

空
港

空
港

出
発

到
着

北部九州
福岡都市圏 北九州都市圏

佐賀都市圏

（１）国内外の複数空港の連携事例

　近隣空港との連携を検討するにあたっては、国内外の複数空港の連携事例を参考にしました。

　複数空港の連携事例としては、国内では首都圏（成田・羽田）や近畿圏（関西・伊丹・神戸）、海外ではロンドン都市圏、ソウル都市圏、サ

ンフランシスコ湾岸地域などがあります。

　これらの国内外の事例と比較すると、北部九州の３空港（福岡・新北九州・佐賀）は、

・巨大な人口、経済を有する地域と比較すると航空需要は小さい

・福岡市中心部から各空港までの距離の差が大きい

・地域内での航空需要は福岡都市圏に一極集中している

などの違いがあります。

　このため、航空ネットワークが充実し、九州各地からのアクセスも良い福

岡空港に需要が集中し、近隣空港では、東京便など高需要路線以外は成立

しづらい状況となっています。

　北部九州での空港の連携を考える場合、これらの相違点や世界的な航空

自由化の流れに十分留意する必要があります。

　以下、

①大都市圏内に複数空港がある事例

②都市圏の郊外に新空港を建設した事例

③複数都市圏のそれぞれに空港がある事例

に分けて、検証します。

福岡空港

中心部
中心部

新北九州空港

中心部
佐賀空港
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・ロンドン（イギリス）　

・パリ（フランス）

・ニューヨーク（アメリカ）　など

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
3） 利用制限型と需要誘発型の検証 3）利用制限型と需要誘発型の検証

①大都市圏内に複数空港がある事例

４．北部九州での留意点
○世界有数の大都市圏と比べ、北部九州は人口、経済がさほど大きくなく、航空需要も世界有数の大都市圏ほど大きくない。さ

らに、新北九州空港、佐賀空港は福岡都市圏の外にあり、福岡空港と比べ福岡市中心部から両空港まではかなり遠い。

○以上のことから、市場原理のもとで、最も需要が大きく利便性の高い福岡空港に利用者、航空会社とも集中するのは必然であ

り、利便性に劣る近隣空港に福岡空港の需要を分散させることは困難と考えられる。

３．北部九州との違い
○ロンドン、パリ、ニューヨークなどでは、都市圏の航空需要が大きく、かつ中心部から各空港への距離の差が小さいため、複数の

空港それぞれに大きな需要があり、各空港で航空路線やアクセス交通が充実するなど高い利便性が確保されている。よって、そ

の能力や利便性に応じた市場原理に基づく連携がなされている。

２．連携の考え方（例：ロンドン、パリ、ニューヨーク）

１．主な特徴
（地域特性、空港の立地特性等）

　・世界有数の大都市圏であり、航空需要も大きい。

　・複数の空港は同じ都市圏内に位置し、中心部からの距離は、空港間で大きな差はない。

（規制・制限等）

　・各空港の能力等に応じて、混雑緩和を図るための制限（長距離

路線の乗入制限、混雑時間帯での貨物専用便等の乗入制限など）

が一部存在する場合もあるが、利用空港の選択は基本的に航

空会社に任されている。

（各空港の利用状況）

　・複数の空港で、その能力に応じた大きな需要がある。

ヒースロー

24km

39km

43km
50km

10km

スタンステッド

ロンドン・シティ

ガトウィック

ロンドン・ルートン

ロンドン

ヒースロー
(約24km)

3,902m
3,658m
1,966m

混雑時間帯から貨物専用便、一般
航空を排除

国際線（全方面）
国内線

ガトウィック
(約39km)

3,159m
2,565m

混雑時間帯から貨物専用便、一般
航空を排除

国際線
国内線

スタンステッド
(約50km)

3,048m 利用制限はない 国際線（欧州方面）
国内線・貨物専用便

ロンドン・ルートン
(約43km)

2,160m 利用制限はない 国際線（欧州方面）
国内線

ロンドン・シティ
(約10km)

1,508m 利用制限はない 国際線（欧州方面）
国内線

ニューアーク・リバティ
16km

10km

19km ジョン・F・ケネディ

ラガーディア

ニューヨーク

空港名
（中心部との距離） 滑走路 連携の考え方 主な就航路線

空港名
（中心部との距離） 滑走路 連携の考え方 主な就航路線

ジョン・F・
ケネディ
(約19km)

4,442m
3,460m
3,048m
2,560m

利用制限はない 国際線（全方面）
国内線

ニューアーク・リバティ
（約16km)

3,353m
3,048m
2,073m

利用制限はない 国際線
国内線

ラガーディア
(約10km)

2,134m×2 直行便は運航距離1,500NM（約
2,800km）以内に原則制限

国際線
（カナダ・中南米方面）
国内線

シャルル・ド・ゴール

オルリ－

23km

14km

パリ

シャルル
・ド・ゴール
(約23km)

4,215m
4,200m
2,700m×2

利用制限はない 国際線（全方面）
国内フィーダー線

オルリ－
(約14km)

3,650m
3,320m
2,400m

航空会社毎の便数
上限設定あり
ただし路線毎の旅
客数に応じて一定
座席以上の機材を
使用すれば制限は
免除

国際線
（欧州、アフリカ方面）
国内線

空港名
（中心部との距離） 滑走路 連携の考え方 主な就航路線

大都市圏

空港
空港

空港

中心部

・首都圏（東京）

・近畿圏（大阪）

・ソウル（韓国）

・上海（中国）

・過去のモントリオール（カナダ）　など

②都市圏の郊外に新空港を建設した事例

４．北部九州での留意点
○中規模の都市であるモントリオールでは、利便性の低い郊外の新空港では航空路線が充実せず、利用制限を課された中心部に

近い空港の拠点性までもが低下し、地域全体の衰退に繋がった。

○世界有数の大都市圏ほど航空需要の大きくない北部九州においては、モントリオールと同様、福岡空港に利用制限を課して

も、利便性に劣る近隣空港に、期待どおり福岡空港の需要が全て移転する保証はない。さらに、福岡空港の拠点性までもが

低下する可能性もある。また、新北九州空港、佐賀空港は福岡都市圏の外にあり、福岡市中心部から両空港までの距離は、上

記の事例よりさらに遠い。

○以上のことから、市場規模の小さい北部九州では、福岡空港への利用制限を課せば、地域全体の衰退に繋がると懸念される。

３．北部九州との違い
○首都圏（東京）やソウルのような世界有数の大都市圏では、中心部に近い空港への利用制限を課しても、旺盛な航空需要がある

ため、利便性に劣る郊外の新空港でも大きな需要があり、航空路線やアクセス交通も充実するなど競争力を持っている。

２．連携の考え方

１．主な特徴
（地域特性、空港の立地特性等）

　・中心部に近い空港の容量不足や騒音問題等により、郊外に新空港を建設した経緯がある。

　・中心部との距離は、近い空港と新空港とで差が大きい。

（規制・制限等）

　・中心部に近い空港には、国際線や長距離路線の乗入制限などがある場合が多い。

　・国策として機能の高い新空港が整備されている例も多い。

（各空港の利用状況）

　・首都圏やソウル、上海などの世界有数の大都市圏では、利便性の高い空港だけでは担えない需要を他の空港が補完し、複数の空港

でその能力等に応じた大きな需要がある。

　・モントリオールなど中規模の都市圏では、利便性に劣る空港の利用は低迷する。

仁　川
50km

15km

金　浦
ソウル

仁　川
(約50km)

3,750m×2 国際線の拠点空港 全ての国際線
国内フィーダー線

金　浦
（約15km)

3,600m
3,200m

国内線の拠点空港 国内線
（羽田とのチャーター便）

浦東10km 30km

虹橋

上海

浦　東
(約30km)

4,000m
3,800m

国際線・国内線の拠点空港 全ての国際線
国内線

虹　橋
（約10km)

3,400m 国内線の拠点空港 国内線

大都市圏

新空港

空港

中心部

中規模都市圏

新空港

空港

中心部

空港名
（中心部との距離） 滑走路 連携の考え方 主な就航路線 空港名

（中心部との距離） 滑走路 連携の考え方 主な就航路線
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・サンフランシスコ湾岸地域（アメリカ）

・ノルトラインラント-ルール地域（ドイツ）　など

ベイ・エリア
空　港　名

福岡
新北九州

佐賀
上記空港計

旅客数（人/年）
18,123,731
1,270,666

298,331
19,692,728

発着回数（回/年）
2006年度速報値 ※福岡からの直線距離

139,242
18,094

9,620
166,956

滑走路
2,800m
2,500m
2,000m

-

中心部との距離
約  3km
約57km
約52km

-

人口
233万人
143万人
　41万人

-

備考
2000年の10％通勤圏人口
2000年の10％通勤圏人口
2000年の10％通勤圏人口　

〈参考〉北部九州

※直線距離
空　港　名
ヒースロー
ガトウィック

スタンステッド
ロンドン・ルートン
ロンドン・シティ

上記空港計

旅客数（人/年）
67,915,403
32,784,330
22,018,232
9,165,235
1,997,922

133,881,122

発着回数（回/年）
2005年

477,884
261,271
193,505
107,894

70,912
1,111,466

滑走路
3,902m、3,658m、1,966m

3,159m、2,565m
3,048m
2,160m
1,508m

-

中心部との距離
約24km
約39km
約50km
約43km
約10km

-

人口
-
-
-
-
-

707万人

備考
混雑時間帯から貨物便、一般航空を排除
混雑時間帯から貨物便、一般航空を排除

利用制限はない
利用制限はない
利用制限はない

グレーター・ロンドンの人口

　

ロンドン

※直線距離
空　港　名

シャルル・ド・ゴール
オルリー

上記空港計

旅客数（人/年）
53,798,308
24,860,532
78,658,840

発着回数（回/年）
2005年

522,619
227,075
749,694

滑走路
4,215m、4,200m、2,700m×2
3,650m、3,320m、2,400m

-

中心部との距離
約23km
約14km

-

人口
-
-

932万人

備考
利用制限はない

航空会社毎の便数上限設定あり
都市圏の人口

パリ

※直線距離
空　港　名

ジョン・F・ケネディ
ニューアーク・リバティ

ラガーディア
上記空港計

旅客数（人/年）
41,885,104
33,999,990
26,671,787

102,556,881

発着回数（回/年）
2005年

351,508
437,402
404,853

1,193,763

滑走路
4,442m、3,460m、3,048m、2,560m
3,353m、3,048m、2,073m

2,134m×2
-

中心部との距離
約19km
約16km
約10km

-

人口
-
-
-

1,780万人

備考
利用制限はない
利用制限はない

直行便は運航距離約2,800ｋｍ以内に原則制限
都市圏の人口

ニューヨーク

※大阪からの直線距離
空　港　名

伊丹
関西
神戸

上記空港計

旅客数（人/年）
16,842,868
16,676,608
2,743,130

36,262,606

発着回数（回/年）
2006年度速報値

129,990
117,372

21,258
268,620

滑走路
3,000m、1,828m
4,000m、3,500m

2,500m
-

中心部との距離
約13km
約38km
約28km

-

人口
-
-
-

1,700万人

備考
国内線のみ

2000年の10％通勤圏人口

近畿圏（大阪）

【大都市圏内に複数空港がある事例】

※直線距離
空　港　名

羽田
成田

上記空港計

旅客数（人/年）
66,461,680
32,016,338
98,478,018

発着回数（回/年）
2006年度速報値

326,564
191,962
518,526

滑走路
3,000m×2、2,500m

4,000m、2,180m
-

中心部との距離
約15km
約57km

-

人口
-
-

3,173万人

備考
国内線主体
国際線主体

2000年の10％通勤圏人口　

首都圏（東京）

※直線距離
空　港　名

金浦
仁川

上記空港計

旅客数（人/年）
13,448,657
26,223,291
39,671,948

発着回数（回/年）
2005年

104,024
163,575
267,599

滑走路
3,600m、3,200m

3,750m×2
-

中心部との距離
約15km
約50km

-

人口
-
-

2,135万人

備考
国内線主体

国際線及び国内フィーダー路線
ソウル＋仁川＋京機道の人口　

ソウル

※直線距離
空　港　名

虹橋
浦東

上記空港計

旅客数（人/年）
17,797,365
23,720,185
41,517,550

発着回数（回/年）
2005年

169,954
205,046
375,000

滑走路
3,400m

4,000m、3,800m
-

中心部との距離
約10km
約30km

-

人口
-
-

1,435万人

備考
国内線主体

　

上海

※直線距離
空　港　名

ドルバル（現トルドー）
ミラベル

上記空港計

旅客数（人/年）
6,069,816
2,505,832
8,575,648

発着回数（回/年）
※1995年

198,427
55,534

253,961

滑走路
3,353m、2,926m、2,134m

3,658m×2
-

中心部との距離
約19km
約40km

-

人口
-
-

322万人

備考
国内線及び米国路線のみ
米国路線を除く国際線

都市圏の人口　

過去のモントリオール（国内・国際分離）

※直線距離
空　港　名

モントリオールP.E.トルドー
ミラベル

上記空港計

旅客数（人/年）
10,889,125

0
10,889,125

発着回数（回/年）
2005年

208,342
23,640

231,982

滑走路
3,353m、2,926m、2,134m

3,658m×2
-

中心部との距離
約19km
約40km

-

人口
-
-

357万人

備考
旅客便を一元化

貨物専用
都市圏の人口　

モントリオール（国内・国際一元化）

【都市圏の郊外に新空港を建設した事例】

※デュッセルドルフからの直線距離
空　港　名

デュッセルドルフ
ケルン-ボン
ドルトムント
上記空港計

旅客数（人/年）
15,511,072
9,452,185
1,716,109

26,679,366

発着回数（回/年）
2005年

200,619
154,594

38,918
394,131

滑走路
3,000m、2,700m

3,815m、2,459m、1,863m
2,000m

-

中心部との距離
約　6km
約45km
約65km

-

人口
169万人
126万人
　98万人

-

備考
デュッセルドルフ＋デュースブルク＋エッセンの人口

ケルン＋ボンの人口
ドルトムント＋ボーフムの人口

ノルトラインラント・ルール地域

※サンフランシスコからの直線距離
空　港　名

サンフランシスコ
オークランド

ノーマン.ミネタ・サンノゼ
上記空港計

旅客数（人/年）
32,802,363
14,417,575
10,755,978
57,975,916

発着回数（回/年）
2005年

352,871
334,544
193,975
881,390

滑走路
3,618m、3,231m、2,636m、2,286m
3,048m、1,893m、1,662m、1,028m

3,353m×2、1,402m
-

中心部との距離
約15km
約18km
約70km

-

人口
78万人
40万人
89万人

453万人

備考
サンフランシスコの人口

オークランドの人口
サンノゼの人口

サンフランシスコ都市圏＋サンノゼ都市圏の人口

サンフランシスコ湾岸地域
【複数都市圏のそれぞれに空港がある事例】

資料）旅客数、発着回数：ACI2005Worldwide Airport Traffic Report、国土交通省航空局
　　  滑走路：http://worldaerodata.com/countries/
　　  人口：Demographic Yearbook 2003、国内は2000年国勢調査

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
3） 利用制限型と需要誘発型の検証 3） 利用制限型と需要誘発型の検証

③複数都市圏のそれぞれに空港がある事例

４．北部九州での留意点
○北部九州の人口、経済、航空需要はノルトラインラント-ルール地域よりもさらに小さく、かつ航空需要は福岡都市圏に一極集

中しているため、競争力の弱い近隣空港では、就航する路線は東京便など一部の高需要路線に限られる。

○以上のことから、市場原理のもとでは、福岡空港の混雑を緩和できるほどの適正な機能分担の実現は困難と考えられる。

３．北部九州との違い
○サンフランシスコ湾岸地域では、地域全体の航空需要が大きく、かつ各都市圏の規模が大きく地域内での航空需要のバランスが

取れている。

　このため、各空港の背後圏に大きな需要があり、第二、第三の空港でも航空路線やアクセス交通が充実するなど高い利便性が確

保されており、市場原理に基づく連携がなされている。

○ノルトラインラント-ルール地域は、各都市圏の規模のバランスは取れているが、各空港の背後圏の需要が比較的小さく、地域全

体の航空需要がサンフランシスコ湾岸地域と比較して小さい。

　このため、中心となる空港に地域の需要が集中し、第二、第三の空港となるにつれて需要が小さくなり航空路線も少なくなるな

ど利便性が低くなる。

２．連携の考え方
　特になし（一部の空港・路線等への規制・制限等はない）

１．主な特徴
（地域特性、空港の立地特性等）

　・100km四方程度のまとまりのある地域に複数の都市圏が点在し、主な都市

に空港が存在する。

　・母都市から各空港までの距離は比較的近い。

（規制・制限等）

　・連携を促すための規制は特にない。

（各空港の利用状況）

　・地域全体の航空需要の規模や、各都市圏の航空需要のバランス等によって、

各空港の利用状況は左右される。

　・国際線や長距離路線などは、地域の中心となる特定の空港に集中する。

複数空港の運用事例　各空港の利用状況等
地域（航空需要が大きい場合）

都市圏

都市圏空港

中心部

中心部
中心部

空港
空港

都市圏

地域（航空需要が中規模の場合）
都市圏

都市圏
空港

中心部

中心部

空港

都市圏
中心部

空港
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
3） 利用制限型と需要誘発型の検証 3） 利用制限型と需要誘発型の検証

福岡空港での利用制限型の課題
○福岡空港の利用を制限された路線をどうするかは、各航空会社の経営判断に委ねられる。市場原理のもとで、利便性が劣る近隣

空港に、期待どおり福岡空港の需要が全て移る保証はなく、地域全体としては路線・便数が減少する可能性が非常に高い。

○福岡空港の利用制限により削減される路線・便の利用者の中心である福岡都市圏の居住者や来訪者にとっては、利便性が著しく

低下し、住民生活や企業活動等に悪影響をもたらす。

○利用者利便性が低下し、航空路線・便数も減少すれば、他地域との交流も縮小する。

○他地域との交流が縮小すれば、福岡の拠点性も失われ、航空ネットワークの維持・拡充が困難になり、福岡のみならず九州全体の

衰退につながる可能性もある。

○また、利用制限を課すことは、航空自由化の流れに逆行するものであり、航空政策として実施は困難である。

　国内外の複数空港の連携事例で紹介した国内外の事例と比較すると、北部九州の３空港（福岡・新北九州・佐賀）は、

　・巨大な人口、経済を有する地域と比較すると航空需要は小さい

　・福岡市中心部から各空港までの距離の差が大きい

　・地域内での航空需要は福岡都市圏に一極集中している

などの違いがあります。

　したがって、福岡空港での利用制限により、近隣空港に路線や便を移した場合、次のような課題が考えられます。

（2）福岡空港での利用制限型と近隣空港での需要誘発型の検証
■福岡空港での利用制限型

コラム6　行政の規制による空港間の連携

モントリオールにおける空港間の機能分担の事例

政策的な連携
ドルバル空港の容量問題と土地買収の困難性から、都心
から約40km離れたミラベル空港と機能分担

1975年に機能分担ルールを導入
・ミラベルへ長距離国際線の移管
・ドルバルは国内線及び米国路線

空港利便性の低下
・他都市から国際線への乗継客がドルバル経由でミラベ
ルへ行かねばならず、空港機能が大きく低下
・ミラベルの需要が伸びず、アクセス整備が未完
・多くの航空会社がモントリオールから他都市へ

・アリタリア航空、ルフトハンザ航空はトロントへ
・スカンジナビア航空はカナダからニューヨークへ
 国際線を集約

　コラム4では、行政による近隣空港への航空路線の強制的な移管は、現在既にできないことをご説明しましたが、行政の規制により

空港間の連携を行うという方策そのものにも、大きなリスクが伴うことが、過去の事例から分かっています。

　1970年代から、カナダのモントリオールにおいて、以下のような行政の規制による空港間の連携が行われていました。これは、都心

に近い空港の混雑が予想されたことから、郊外の新空港へ国際線を移管するというものでしたが、都心から遠く利用者利便性が低下

したため、新空港の利用は低迷し、アクセス整備も進まなかったことや、国内線と国際線の空港を分けたことによる国内／国際線の乗

り継ぎ利便性の低下もあり、多くの航空会社が撤退し、他都市へ移る結果となりました。これにより、モントリオールの拠点性も失われ、

人口や航空旅客数でトロントに大きく水をあけられるなど、地域の衰退の要因ともなりました。

　このように、市場原理に基づかない、行政の規制による空港間の連携は、大きなリスクを伴います。

政策的連携の見直し

1997年に下記のとおり見直し
・ドルバル空港へ長距離国際線の定期旅客便が復帰
・ミラベル空港では貨物及び不定期便を運航
2004年に下記のとおり見直し
・ドルバル空港へ不定期便を含め全ての旅客便を集約
・ミラベル空港は貨物便専用の空港として運用

約530km

約500km

モントリオール

［40km］

［19km］

ミラベル

ドルバル

▲ドルバル空港とミラベル空港の関係

▲モントリオールとトロント、ニューヨークの距離

▲モントリオールとトロントにおける人口と旅客数の推移
　（資料：Transport Canada、Demographic Yearbook UN）
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コラム7　近隣空港へのアクセスが向上したケースの検討

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
3） 利用制限型と需要誘発型の検証 3） 利用制限型と需要誘発型の検証

■近隣空港での需要誘発型

近隣空港での需要誘発型の課題
○福岡空港の需給逼迫緩和効果はわずかである。

○コスト負担、事業採算性が課題である。

　近隣空港での需要誘発型による連携のうち、近隣空港のアクセス（ソフト）向上及び近隣空港のアクセス（ハード）整備については、ス

テップ２での検討において、福岡空港の需給逼迫緩和効果がわずかであることが分かりました。

　また、近隣空港においては空港の利用促進のために、既に取り組んでいる事例があります。

【⑪-1 駐車料金の低廉化関係】
　　○新北九州空港

　　　管理者：株式会社　合人社計画研究所（ＰＦＩ事業者）

　　　料　金：普通車　1時間まで200円　24時間390円

　　　　　　大型車　1時間ごと500円　24時間2,000円

　　　駐車可能台数：普通車約1,750台　大型車4台　自動二輪車約10台

　　　※2006年3月開港後、変更なし。但し、駐車可能台数は、開港後2006年8月に200台分増設。

　○佐賀空港

　　　管理者：佐賀県

　　　料　金：無　料

　　　駐車可能台数：普通車約700台ほか　※1998年7月開港後、変更なし。

【⑪-2 連絡橋の無料化】
　　○新北九州空港

　　　通行料金：無　料　※2006年3月開港後、変更なし。

　　（参考）・関西国際空港　通行料金：普通車（往復）1,500円

　　　　　・中部国際空港　通行料金：普通車（片道）　350円

【⑬ 複数方面からの空港バスの運行】
　　○新北九州空港

　　　バス会社：西鉄バス北九州(株)、北九州市交通局、サンデン交通(株)

　○佐賀空港

　　　バス会社：佐賀市営バス

▼新北九州空港への空港バス

近隣空港の取り組み事例

現在(2006.12)

路線 所要時間

小倉・戸畑・若松線

引野・黒崎線

折尾・学研都市線

門司港・下関線

朽網駅シャトル

苅田・行橋線

約40分

約50分

約60分

約70分

約20分

約55分

便数(1日)
16.5往復

15.5往復

12往復

8往復

32往復

17往復

料金
～600円

～700円

～700円

～1,000円

～400円

～600円

※2006年3月開港後、便数には変更なし。
※500円で乗車できる優待券を開港から1年間配布（500円を超える分は北九州市負担）。
※北九州市の2006年度当初予算では、北九州空港アクセス推進事業（北九州空港の活性化、利用促
進、利便性向上のためにエアポートバスの運行経費の一部を助成）として276,900千円を計上。

※上記空港バスとは別に、現在、佐賀県では、空港振興対策費の一部である有明佐賀空港活性化推進
協議会負担金を通じて、低額レンタカー、乗合タクシー事業を実施中。

▼佐賀空港への空港バス

開港時

(1998.7.28)

現在(2006.10.31)

路線

佐賀駅バスセンター

唐津

嬉野

伊万里

武雄

西鉄柳川

佐賀駅バスセンター

所要時間
約35分

約107分

約85分

約106分

約70分

約45分

約35分

便数(1日)
5往復

2.5往復

3往復

2.5往復

2往復

5往復

5往復

料金
～600円

～1,500円

～1,200円

～1,500円

～1,000円

～760円

～600円

小倉

鹿児島本線

山陽新幹線

日豊本線

鹿児島本線から分岐して
直接乗入れるケース

小倉から約10分（800円）

設定区間

新北九州空港

学研都市
ひびきの

八幡
I.C. 行橋

I.C.

門司
I.C.

朽網駅

下関駅

引野口 北九州
JCT

椎田南
I.C.後藤寺

BC

小倉東
I.C.

苅田
北九州空港
I.C.

中間駅

宇佐駅

行橋駅

西鉄黒崎
BC

若松駅

小倉駅
BC

レトロ
桟橋通

飯塚駅

30分

40分
（30分）

70分

戸畑駅 65分

70分
（44分）

40分

20分

（49分）

（61分）

40分

50分折尾駅
西口

50分

苅田駅 20分

（99分）

新北九州空港

（77分）

70分

60分

　　　既設バス路線
　　　新設バス路線
（　）は新設バス路線時間

　需要誘発型の方策のうち、近隣空港のアクセス（ソフト）向上及び近隣空港のアクセス（ハード）整備については、ステップ２での検討

において、福岡空港の需給逼迫緩和効果がわずかであることが分かりました。

福岡 新北九州 佐賀
2012 2022 2012 2022 2012 2022（年度）

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

旅
客
数（
万
人
）

1.8281.769

2.220

1.710

2.154
2.280

423
361

248 226
293

7434 75 8539 85
193

ケースA（改革進展）　　ケース（A-1）　　ケース（A-2）

ケース（A-1）

ケース（A-2）

上段：旅客数（万人／年度）
下段：発着回数（万回／年度）

1,828
14.0
1,769
13.8
1,710
13.3

福岡空港の
国内旅客
予測結果 2012年度

（59）
（0.2）
（118）
（0.7）

2022年度
2,280
15.8
2,220
15.7
2,154
15.5

（60）
（0.1）
（126）
（0.3）

（　）はケースAとの差

▼福岡空港、新北九州空港、佐賀空港の国内旅客数予測結果 ▼福岡空港への需給逼迫緩和効果

●今回仮定した近隣空港のアクセス向上の各ケースでは、2012年時点で福岡空港の年間発着回数が0.2～0.7万回程度減少し、国

内旅客数は3～6％程度減少する結果となりました。

福岡空港の需給逼迫緩和効果

・新北九州空港、佐賀空港へのバス路線を大幅に拡充する設定とします。

・ケース（A-1）のバス路線に加えて、新北九州空港へのア
クセス鉄道が整備されて、空港アクセスがさらに充実す
ると仮定します。

新北九州空港の
バス路線の設定

空港アクセス向上の各ケース

ケース（A-2）

ケース（A-1）

ケースA
（改革進展）

福富

久保田

佐賀

（30分）

大川

（22分） 柳川

（45分）

多久

（70分）

（85分）

（20分）

武雄（70分）

伊万里（106分）

唐津（107分）

鹿島

（50分）

嬉野

（85分）

肥前
山口

（40分）

35分

佐賀空港

　　　既設バス路線
　　　新設バス路線
（　）は新設バス路線時間

佐賀空港の
バス路線の設定



036 037II-1-3 II-1-4

将
来
需
要
へ
の
対
応
方
策
の
検
討

将
来
需
要
へ
の
対
応
方
策
の
検
討

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

1.　近隣空港との連携について1.　近隣空港との連携について
3） 利用制限型と需要誘発型の検証 4）連携のまとめ

【⑮ 着陸料の軽減】
　　○福岡空港・新北九州空港・佐賀空港の着陸料

　　　　国内便着陸料（2007年8月現在）

　　　　羽田路線　機材：Airbus320（166人乗り）　利用率：60%（乗客100人）　 の場合

　福岡空港での利用制限型による連携は、利用者にとって不便になり、北部九州の拠点としての機能が失われるなど、利用者や地域に

大きな負担を課すこととなるため、また現在の航空自由化の流れからも実現性が困難であるため、対応方策とはなり得ません。

　次に、近隣空港での需要誘発型による連携は、福岡空港の需給逼迫緩和効果がわずかであるため、抜本的な対応方策とはなり得ま

せん。

九州側空港
着陸料

77,700円

77,700円

39,240円

福岡空港

新北九州空港

佐賀空港

（第2種空港）

（第2種空港）

（第3種空港）

羽田空港
着陸料

111,000円

99,900円

55,500円

往復着陸料
計

188,700円

177,600円

94,740円

片道当たりの
着陸料

94,350円

88,800円

47,370円

乗客1人当たり
着陸料（片道）

944円

888円

474円

・国が管理する第二種空港（福岡・新北九州）については、当分の間、7/10に軽減
 また、羽田空港を午後8時30分以降に出発する便については、1/2に軽減
・佐賀空港については、佐賀県条例で定める額の1/3（国の基準額の約1/3)に減免
・羽田空港については、当分の間、福岡・伊丹・新千歳を除く11便/日以上の路線は9/10、3便/日以下の路線は1/2に軽減
 また、羽田空港に午前8時29分以前に到着する便については、1/2に軽減

福岡空港での利用制限型

○福岡空港での利用制限を行うことで、近隣空港への需要の移転を図る手法。

・国際線の乗入制限

・長距離路線の乗入制限

・小型機による定期便の乗入制限

・ゼネラルアビエーション機等の乗入制限

・貨物専用定期便の乗入制限

・非定期便（チャーター便）の乗入制限（公用・緊急の場合を除く非定期便の乗入制限）

・深夜便・早朝便の乗入制限

・高需要路線の便数制限

・利用者負担の増加による需要分散（施設使用料等の割増徴収）

・ピーク時の利用者負担の増加による需要分散

（ピーク時の着陸料・施設使用料の割増徴収）

（事例）

近隣空港での需要誘発型

○近隣空港の特性を活かした需要誘発を行うことで、需要の移転を促し、市

場原理に基づいた近隣空港の活用を図る手法。

・近隣空港へのアクセス費用の低減

 （近隣空港の駐車場料金の低廉化、連絡橋の無料化）

・近隣空港へのチャーター便を含む航空路線の誘致

 （近隣空港への国内・国際、旅客・貨物、チャーター便、ゼネラルアビエーション、深夜早朝便等、様々

な路線の誘致）

・近隣空港のアクセス（ソフト）向上による需要分散

 （近隣空港への複数方面からの空港バスの運行）

・近隣空港のアクセス（ハード）整備による需要分散（道路・軌道系アクセスの整備）

・近隣空港の利用者負担の軽減による需要分散（近隣空港の着陸料・施設使用料の軽減）

・近隣空港の正規運賃同一化と手数料なしの空港変更（マルチエアポート）

（事例）

課題

・利用者にとって不便になる。

・他地域との交流が縮小する。

・北部九州の拠点としての機能が失われる。

・航空施策として実現困難。

・貨物専用定期便及び深夜便・早朝便は、

現在、福岡空港において乗入れが実施さ

れていない。

課　題

・需給逼迫緩和効果はわずか。

・コスト負担、事業採算性が課題。

（税抜）
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コラム8　滑走路の移設延長整備事例（福島空港）

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　現空港における滑走路増設案の検討にあたっては、空港南東部の丘陵地や都市高速道路などの周辺地域への影響、利用者の利便性、

建設事業費や滑走路処理容量など、考慮すべき事項が多数あります。

　また、増設滑走路長や配置間隔、配置位置など多数の組合せが考えられ、配置案によっては考慮すべき事項が変化することから、様々

な視点から総合的に検討する必要があります。

　滑走路増設案の検討にあたり、検討条件として以下の項目について整理しました。

　　①滑走路配置の考え方について

　　②滑走路長について

　　③滑走路間隔（３００ｍまたは２１０ｍ）について

　　④進入方式について

　　⑤エプロン・ターミナル等の施設規模について

　福岡空港周辺は市街化が進んでいることに加え、空港南東側の丘陵地、空港西側の福岡都市高速道路、北側に国道3号が近接してい

る状況であることから、滑走路増設案ではこれらへの影響を最小限に止め、空港拡張面積を極力小さくし、かつ現在の空港施設を有効

活用できることが望ましいと考えられます。

　このため、現滑走路に対して東側または西側に平行滑走路を増設することについて検討することとしました。

　なお、現滑走路の移設を含めた配置の可能性については、現滑走路の両側に新たに２本の滑走路を新設することなどが考えられま

すが、滑走路１本を新設する場合よりも整備中における運用面や安全面での課題が多くなり、事業の長期化が懸念されるため現滑走

路の移設については設定しないこととしました。

①滑走路配置の考え方について

　福島空港では、2,000mの旧滑走路を西側(図面下側)に120ｍ移設し、2500mに延長する事業が空港を運用しながら実施され、工

事期間は約４年半（平成7年11月～平成12年3月）でした。

　福島空港での滑走路延長工事の特徴としては、離着陸回数が20便/日程度、運用時間が8：30～20：00の11.5時間であったことから、

移設展開が、昼夜作業可能となり、現滑走路の運用に大きな支障を及ぼさない内容であったことがあげられます。

運用時間

利用時間

離着陸回数

ターミナル配置

航空機の地上走行経路

滑走路設置位置

項　目
11.5時間(8:30～20:00)

11.5時間

約20回/日

滑走路の片側に一体

滑走路の片側

ターミナルから最遠側

福島空港

旧滑走路位置
新滑走路位置

住宅街

倉庫等
事業所

国道3号

競技場等

南東側丘陵地

福岡都市高速道路国際線ターミナル地域

国内線ターミナル地域

福岡空港用地形状

東

北 南

西
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コラム9　滑走路長3,000mについて

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　国土交通大臣が設置管理している第２種空港のうち、国際線定期便が就航している既存空港の滑走路長は、以下の通りです。

　滑走路の設置条件にもよりますが、多くの空港で国際線定期便就航に対して滑走路長3,000mが整備されている状況です。

　福岡空港でも国際航空ネットワーク形成には、滑走路長3,000mの確保が望ましいと考えられます。

　現空港における滑走路増設案の検討にあたり、平行滑走路の組合せは現滑走路2,800mと増設滑走路2,500mを標準的な検討

条件として設定しました。

　なお、周辺地域への影響の軽減、建設事業費の縮減等の観点と滑走路処理容量を踏まえ、増設滑走路の長さ(2,000～2,500m)

や配置についても、今後詳細な検討が必要です。

　福岡空港の国際航空ネットワーク形成のためには、滑走路長3,000ｍの確保が望ましいですが、平行滑走路の増設による抜本的な

方策での滑走路処理容量の確保よりも、現滑走路の3,000m化は優先度が低いため検討から除外しました。

　なお、現滑走路2,800ｍを3,000ｍ化する場合には、北側へ200ｍまたは南側へ200ｍ、あるいは南北へ各100ｍ延長する方法など

が考えられますが、福岡都市高速道路をはじめ多くの物件が進入表面、転移表面に抵触することとなります。

②滑走路長について

■現滑走路について

新千歳

函館

仙台

新潟

広島

高松

松山

新北九州

空港名
3,000m

3,000m

3,000m

2,500m

3,000m

2,500m

2,500m

2,500m

滑走路長
福岡

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

那覇

空港名
2,800m

3,000m

3,000m

3,000m

2,500m

3,000m

3,000m

滑走路長

■国際定期便就航空港の滑走路長

出典：数字で見る航空2007（平成19年4月1日時点）

※2006年度は速報値

滑走路は、対象航空機が安全に離着陸するために十分な長さを有さなければならない。

[解説]

(1)滑走路の長さは、航空機の離着陸性能、すなわち、航空機の離陸距離、加速停止距離および着陸距離の3つに対して温度、高度、    

滑走路の縦断勾配等を考慮して十分な長さとする。

(2)滑走路の長さとしては、一般に、設計対象航空機により下表の値を標準としている。

B747、B777、MD11などの大型ジェット機

A300、B767、MD81、MD87、MD90、B737、A320などの中小型ジェット機

YS11などのプロペラ機

ドルニエ228-200、DHC-6-300、N24A、BN2Aなどの小型機

設計対象航空機

原則として2,500ｍの滑走路長を確保するものとする。

原則として2,000ｍの滑走路長を確保するものとする。

原則として1,500ｍの滑走路長を確保するものとする。

800ｍ～1,000ｍの滑走路長を確保するものとする。

滑走路

■増設滑走路について

　福岡空港に就航する航空機全体の約9割は国内線であり、また、国内線の就航機材に対しては最大2,500mの標準長さで運航でき

ることから、周辺への影響を考慮し増設滑走路長2,500mを設定しました。

増設滑走路長　2,500m

滑走路の長さ

■滑走路長の設計基準について

（注）表は国内線用の滑走路長の標準的な値を示すものであり、国際線が就航する場合や暫定的にジェット化する場合等は別途検討する必要がある。

出典：空港土木施設設計基準（国土交通省航空局）

■滑走路の標準長さ（国内線）

1991 1996 2001 2006

79,054

92,266
13,212

98,414

113,336
14,922

130,878

12,908
143,786

123,294

139,242
15,948

国内線 国際線

■発着回数の推移（単位：回）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

140,000

120,000

160,000

（年度）

福岡空港に就航する
航空機全体の約９割が
国内線です。
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コラム10　就航機材の動向について

１
日
の
運
航
便
数

離陸着

着陸機

【離陸・着陸専用滑走路の運用】

滑走路1本の場合

滑走路2本の場合

間隔210m・300mともに、先行着陸機の着陸を確
認した時点で、後続離陸機は離陸することができる。
但し、後方乱気流を考慮する必要あり。

先行着陸機が滑走路をクリアするまで、後続離陸機
は離陸できない。

0m 10m 20m 30m 40m 50m 60m 70m 80m
※標準座席数は航空会社ごとに異なります。

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　滑走路間隔は、現在の管制方式基準（国土交通省航空局）による最小間隔300ｍでは、滑走路間に大型機が一時待機でき他の離着陸

機への影響が出ません。

　一方、ICAO ANNEX14（国際民間航空条約 第14付属書）による最小間隔、210ｍでは滑走路間での大型機の一時待機が他の離着

陸機に影響が出るなど制約が大きくなります。　

③滑走路間隔（300ｍまたは210ｍ）について

300m 210m滑走路間隔

事　例

間隔設定の考え方

滑走路処理容量が、
単一滑走路と比較
して向上するポイ
ント

【管制方式基準】
現在の国内基準における平行滑走路の最小間
隔

・滑走路１本で、離着陸交互運用の場合、先行着
陸機が滑走路をクリア(離脱)した時点で後続離
陸機に離陸許可が発出されます。

・平行滑走路を離陸・着陸専用とした場合、先行
着陸機の着陸が確認された時点で後続離陸機
に離陸許可が発出されるため、この分の間隔が
短縮されます。

・但し、後方乱気流の影響を考慮すると、全ての
場合に適用されるわけではありません。

滑走路間隔300m
と210mの相違点

　滑走路間に両方の滑走路に影響を与えない
位置で大型機の待機が可能です。
　下図のとおり、大型機が滑走路間に待機して
も前後の滑走路に影響を与えないため、他の離
着陸機の管制間隔を多めに確保する必要はあ
りません。

　滑走路間に大型機が待機すると、他の離着陸
機に影響が出ます。
　下図のとおり、大型機を滑走路間に待機させ
た場合、滑走路を占有するため、他の離着陸機
の管制間隔を多めに確保する必要があります。

【国際民間航空条約 第14付属書】
国際的な基準における平行滑走路の最小間隔

新千歳空港
大阪国際空港

百里飛行場（整備中）
（航空自衛隊百里飛行場と共用）

　福岡空港の就航機材構成を見ると1990年代以降、小･中型機材の増加傾向が確認できますが、大型機については近年減少傾向が見られます。

B777-300
全長73.9m：全幅60.9m：標準座席数470席：巡航速度905km/h

B747-400D
全長70.7m：全幅59.6m：標準座席数569席：巡航速度910km/h

B767-300ER
全長54.9m：全幅47.6m：標準座席数309席：巡航速度880km/h

MD90
全長46.5m：全幅32.9m：標準座席数166席：巡航速度815km/h

A320
全長37.6m：全幅34.1m：標準座席数166席：巡航速度840km/h

DASH8-100
全長22.3m：全幅25.9m：標準座席数39席：巡航速度502km/h

写真提供：全日本空輸

写真提供：天草エアライン

写真提供：日本航空

写真提供：全日本空輸

写真提供：スカイマーク

写真提供：：日本航空

■航空機の大きさ比較

300m150m

75m 75m

75m

70m

滑走路（離着陸可能な状態）

B777ー300（全長74m）、
B747（全長70m）でも一時待機可能

他の離着陸機に影響が出ません。

（滑走路中心間隔300mの場合）

離着陸

離着陸
滑走路（離着陸可能な状態）

停止線 210m60m

75m

75m

滑走路（横断機がクリアになるまで離着陸不可）

他の離着陸機に影響が出ます。

（滑走路中心間隔210mの場合）

離着陸

離着陸
滑走路を占有

滑走路を占有

滑走路（横断機がクリアになるまで離着陸不可）
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解説：航空機の飛行方式と進入方式について

（資料）空港土木施設設計基準より

本基準における滑走路の分類 条約14附属書における滑走路の分類対象とする進入方式

計器飛行による進入

計器飛行によらない進入

計器着陸用滑走路 Instrument runway

Non-instrument runway
計器着陸用
以外の滑走路

精密進入

非精密進入

精密進入を行う滑走路｛ Precision approach runway
(category I,II.III)

Instrument approach runway

｝
精密進入を
行わない滑走路｝

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　航空機が滑走路に着陸進入するための進入方式については、悪天候等の視界不良時でも誘導電波を受けて着陸が可能な精密進入

方式を基本としました。また、周辺地域への影響を軽減するため、悪天候時には着陸が困難である非精密進入方式も検討しました。

　航空機が空を飛ぶルール（飛行方式）には、計器飛行方式（IFR：Instrument Flight Rules）と有視界飛行方式（VFR：Visual Flight 

Rules）の２種類があります。

　計器飛行方式（ＩＦＲ）は、旅客機のようにある程度天気が悪い中でも安全に飛ぶ方法で、常に地上の管制官が航空機専用のレーダー

を見ながら指示を行い、パイロットはその指示通りに飛行機を操縦します。このため、雲の中とか視界が悪くても安全に飛ぶことがで

きます。

　また、有視界飛行方式（ＶＦＲ）は、パイロットが航空法上の一定の規則を守りながら目視によるパイロット自身の判断で、自由に飛行

できますが、気象条件が限定されます。

　

　一方、航空機が滑走路に着陸するための進入方式には、精密進入と非精密進入があります。　

精密進入とは、計器飛行による進入であって、進入方向と降下経路の指示を受けることができる進入（ＩＬＳ（計器着陸装置）進入または、

精密レーダー進入）のことを指します。

　非精密進入とは、以下の表にもありますが計器飛行による進入のうち精密進入以外の進入を指します。

④進入方式について

　滑走路増設をはじめとする空港施設の検討においては、対象となる需要をもとに設定する必要があります。

　PIレポートステップ２において、需要予測の予測年次は、短・中期的な需要見通しをみるため、2012年から2022年までの3時点を

設定しており、さらに長期的な需要見通しを見るため2032年についても設定しています。

　一方、滑走路増設案の整備にあたっては、別途環境アセスメント・用地買収・埋蔵文化財調査などの調査期間の考慮が必要であり、特

に用地買収・埋蔵文化財調査に要する期間を現時点で想定することが困難です。

　このため施設規模の想定としては、平行滑走路（クロースパラレル方式）による滑走路処理容量が一般的に滑走路１本の場合の1.3

倍程度とされていることを勘案し、現滑走路の処理容量とされている年間14.5万回の1.3倍程度である2022年のケースＡ、19.2万

回/年を詳細検討の参考としました。

⑤エプロン、ターミナル等の施設規模について

進入方式別の滑走路の分類

精密進入（ILS進入）

（３）　予測年次及びゾーンの設定

　予測年次については、福岡空港の短･中期的な需要見通しをみるため2012年から2022年まで3時点を設定しました。さら

に、長期的な需要見通しを見るために2032年も設定しました。

　なお、今回の需要予測手法は、現状をもとにして将来を予測するものであり、長期的な予測については社会経済構造が現状

と大きく変化することも考えられるため、計算結果の取扱いには特に注意が必要です。

　交通の発生・集中の基本単位となるゾーン設定（ゾーニング）にあたっては、地域ごとの空港までの交通サービス水準の違い

が的確に需要予測に反映されるように、福岡空港の利用が想定される地域を中心に細かく設定します。

　具体的には、全国幹線旅客純流動調査等で用いられている207の生活圏に全国を分割したゾーンの地域区分界を基本とし

ました。ただし、福岡空港の利用が想定される地域については概ね市区町村単位のゾーンに分割し、空港、鉄道駅等の交通サー

ビス条件が似通った地域については、それらを束ねて１つのゾーンとしました。なおゾーニングの基礎となる市区町村区分に

ついては、2000（平成12年）年時点の国勢調査を用います。

①予測年次の設定

予測年次

2012年

2017年

2022年

2032年

設定の考え方

福岡空港の短・中期的な需要見通しをみるため21世紀第１四半期の範囲で、５年おきの予測年次としました。

福岡空港の長期的な需要見通しとして、21世紀第２四半期を2022年に続く10年後の2032年として設定しました。

（資料）ＰＩレポートステップ２詳細版　P95 より

注】発着回数の実績は、定期便以外の自衛隊機等の不定期便を含む。

【年間の滑走路処理容量】

2012 2017 2022 2032 年度

25

20

15

10

5

0

発
着
回
数（
着
陸
回
数
×
２
）（
万
回
／
年
）

16.1 15.7
15.3

16.6
16.0 16.6

18.117.9

20.6

17.5
19.2

23.0

滑走路処理容量14.5万回
実績
ケースA　　　
ケースB　　　
ケースC

14.1

10.7
8.7

13.7

1990 1995 2000 2005
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
2）滑走路増設の配置の考え方

滑走路配置の南北方向への影響と、ターミナル配置の基本方針

2）滑走路増設の配置の考え方

 増設滑走路の配置は南北方向への配置によっても周辺への影響が異なるため、増設滑走路端の配置方針を検討する必要があります。

 増設滑走路端を現滑走路の南側寄りに配置する場合、空港南東側の丘陵地、南西側の福岡都市高速道路に対し、増設滑走路の制限表

面が抵触しやすくなります。

　逆に、北側寄りに配置する場合、空港南東側の丘陵地、南西側の都市高速道路に対する影響は小さくなりますが、都市部や国道への

影響が大きくなります。

　これらを踏まえ、増設滑走路端は現滑走路北端とあわせることを基本とし、場合によってはさらに北側への配置検討を行うこととしました。

1)滑走路配置の南北方向の影響把握

　現滑走路の東側へ増設滑走路を配置する場合には、現在の国内線旅客ターミナル地区の移転が必要であり、西側地区で国際線・国内

線ターミナルを一体化することが標準的な配置となります。

　一方、現滑走路の西側へ増設滑走路を配置する場合には、国内線、国際線旅客ターミナルが現状の通り分離配置することが標準的な

配置となります。

2)滑走路増設に伴うターミナル配置の基本方針

東側への増設滑走路配置例 西側への増設滑走路配置例

増設滑走路　2,500m

現滑走路 2,800m

貨物 国際線
国内線

自衛
隊等

・滑走路増設により国内線ターミナル地区の移設が必

要となり、空港西側に国内線と国際線が一体化します。

・南東側丘陵地への制限表面の抵触や空港アクセス（地

下鉄等）に課題

特徴

増設滑走路　2,500m

現滑走路 2,800m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

・現在の国内線ターミナルを有効活用

・国内線と国際線は、現在と同様に分離配置

・地下鉄及び東西間のアクセスは、現状程度

特徴

N N

現滑走路の西側に滑走路を配置した場合

現滑走路

増設滑走路

東

西

北 南

現滑走路

増設滑走路

現滑走路

増設滑走路

現滑走路

増設滑走路

大

小
または
なし

福
岡
都
市
高
速
道
路
へ
の
影
響

・拡張面積大きい
・国道3号への影響
・都市部への影響
 （制限表面、騒音）

・拡張面積大きい

現滑走路の東側に滑走路を配置した場合

・拡張面積大きい
現滑走路

増設滑走路
東

西

北 南

現滑走路

増設滑走路

現滑走路

増設滑走路

現滑走路

増設滑走路

大

小

南
東
側
丘
陵
地
へ
の
影
響

・拡張面積大きい
・国道3号への影響
・都市部への影響
 （制限表面、騒音）
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
2）滑走路増設の配置の考え方 2）滑走路増設の配置の考え方

西　側　配　置

西側配置１（標準的な配置）

配
置
条
件

西側への標準的な配置として
　・滑走路間隔３００ｍ
　・増設滑走路長２,５００ｍ（精密）
　・滑走路北端一致
とした増設滑走路配置です。

周
辺
へ
の
影
響

　現滑走路の西側へ３００ｍ間隔で精密進入用の増設滑走路を配置するため、制限表面に抵触する福岡都市高速道路の付け
替え及び西側ターミナル地区のセットバックを伴い、大規模な空港用地拡張が必要です。

特
徴

　旅客ターミナルが現状の通り分離配置であり、滑走路処理容量は東側配置１より劣ります。
　しかし、滑走路間で大型機が一時待機でき、滑走路のズレも小さいことから、西側配置の中では最も優れる案です。

西側配置２

配
置
条
件

福岡都市高速道路を回避するため、西側配置
1の滑走路北端を北側へ１,３００ｍずらした
ものです。
　・滑走路間隔３００ｍ
　・増設滑走路長２,５００ｍ（精密）
　・滑走路北端１,３００ｍ北側配置

周
辺
へ
の
影
響

　東側配置１の増設滑走路を１,３００ｍ北側へずらし、福岡都市高速道路の付け替えを回避することにより、新たに国道3号の
付け替え及び西側ターミナル地区のセットバックを伴い、大規模な空港用地拡張が必要となります。

特
徴

　旅客ターミナルが現状の通り分離配置であり、滑走路間で大型機が一時待機可能ですが、地上走行が非効率となるため西側
配置１より滑走路処理容量が劣ります。
　空港用地拡張が配置の中で最大となります。

　現滑走路の東側及び西側に滑走路間隔300m、長さ2,500mの精密滑走路を配置した場合をそれぞれ標準的な配置とし、その標準

的な配置の課題である周辺地域への影響を軽減するために検討を進めました。

東　側　配　置

東側配置１（標準的な配置）

配
置
条
件

東側への標準的な配置として
　・滑走路間隔３００ｍ
　・増設滑走路長２,５００ｍ
　・滑走路北端一致
とした増設滑走路配置です。　

周
辺
へ
の
影
響

　現滑走路の東側へ３００ｍ間隔で精密進入用の増設滑走路を配置するため、制限表面に抵触する南東側丘陵地の大規模な
除去が必要です。また、国内線旅客ターミナル地区の移転が必要であり、西側地区にスポットが集中するため西側ターミナル地
区のセットバックも含めて空港用地拡張が大規模となります。
なお、現行サービスレベルを維持するためには、地下鉄の分岐又は延伸が必要となります。

特
徴

　国内線旅客ターミナルの移転により、国際線・国内線旅客ターミナルが一体化し、航空機の地上走行がシンプルになります。
また、滑走路間で大型機が一時待機できるため、現滑走路を出発専用、増設滑走路を到着専用として利用することで、効率的な
運用が可能となり最も滑走路処理容量が優れる案です。

東側配置２

配
置
条
件

南東側丘陵地への影響を軽減するため、東側
配置１の滑走路間隔を２１０mに短縮し、さら
に増設滑走路を非精密としたものです。
　・滑走路間隔２１０ｍ
　・増設滑走路長２,５００ｍ(非精密)
　・滑走路北端一致

周
辺
へ
の
影
響

　制限表面に抵触する南東側丘陵地の除去規模は東側配置１よりも縮小されます。また、空港用地拡張の規模も縮小されます。
国内線旅客ターミナル地区の移転が必要であり、西側地区にスポットが集中するため西側ターミナル地区のセットバックが必
要です。現行サービスレベルを維持するためには、地下鉄の分岐又は延伸が必要となります。

特
徴

　国内線旅客ターミナルの移転により、国際線・国内線旅客ターミナルが一体化します。しかし、滑走路間では小型機しか一時
待機できないことや、滑走路１本が非精密であるため、着陸滑走路が限定されるなど運用方法が限られるため、東側配置１より
も滑走路処理容量が劣ります。
　空港用地拡張、丘陵地除去の規模が東側配置１よりも縮小します。

N
N

N
N

1,300m

地下鉄

国道3号 福岡都市
高速道路

300m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

拡張拡張

駅

増設滑走路 2,500m 精密

現滑走路 2,800m 精密

国道3号の
付け替え

国道3号

福岡都市
高速道路

300m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

拡張拡張

駅

増設滑走路 2,500m 精密

現滑走路 2,800m 精密

福岡都市高速
道路の付け替え

地下鉄
南東側丘陵地国内線（移転）

地下鉄分岐
または延伸

300m

拡張

貨物 国際線・国内線

国内線（移転）

自衛
隊等

拡張拡張

現滑走路 2,800m

増設滑走路 2,500m

駅

駅

精密

除去

精密

南東側丘陵地国内線（移転）

地下鉄分岐
または延伸

210m

拡張規模縮小

貨物 国際線・国内線

国内線（移転）

自衛
隊等

拡張拡張

現滑走路 2,800m

増設滑走路 2,500m

駅

駅

非精密

除去規模縮小

精密
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
2）滑走路増設の配置の考え方 2）滑走路増設の配置の考え方

代表的な配置について

　東側配置２は、空港西側に国内線・国際線ターミナルを一体化する案であり、非精密の増設滑走路を出発専用とする場合には、

すべての出発航空機の滑走路横断が必要となります。

　一方、滑走路間隔が同じ210mの西側配置3において、非精密の増設滑走路を出発専用とする場合には、国内線の出発航空機が

滑走路横断するだけとなり、東側配置2は西側配置3よりも、非精密増設滑走路に対する出発機の滑走路横断が増えるため、滑走

路運用での制約が大きくなると考えられます。

　また、東側配置2は、空港用地拡張規模が西側配置3より大きいと見込まれることもふまえ、西側配置3に劣る東側配置2は代表

的な配置とはしませんでした。

代表的な配置としなかった案について

■東側配置２について

■西側配置２について

　空港西側に国内線・国際線ターミナルを一体化する案であり、現滑走路を出発専用、増設滑走路を到着専用として利用すること

で、滑走路横断が到着機のみに限定され、最も効率的な運用が可能です。空港用地として東西約90haの拡張を伴い、制限表面が

南東丘陵地へ大きく抵触しますが、最も滑走路処理容量の増大が期待できる案です。

代表的な３つの配置について

■東側配置１

　現滑走路の西側へ300m間隔で増設滑走路を配置することで、空港用地の拡張は西側約60haとなり、東側住宅密集地への影響

を抑制することが可能です。制限表面が都市高速道路へ約1.2km抵触しますが、東側配置１に次いで滑走路処理容量を期待でき

るとともに、東側住宅密集地への影響が少ない案です。

■西側配置１

　西側配置３は、現滑走路の西側へ210m間隔で非精密の増設滑走路を配置することで、空港用地の拡張は西側約30haとなり、

増設滑走路の５つの配置の中で最も空港拡張面積が少ないが、滑走路処理容量は最も劣る案です。

■ 西側配置３

　西側配置２は、滑走路間隔が同じ300mの西側配置１より滑走路の南北方向のズレが大きいため、地上走行性など運用面で劣り

滑走路処理容量が期待できません。

　また、周辺施設への影響について、西側配置２は国道３号の付け替え、西側配置１は都市高速道路の付け替えを伴うなど、両案と

も大きな課題を有していますが、、西側配置２は、滑走路の南北方向のズレが大きいことから、空港用地への効率的な施設配置の

点が劣るとともに、空港用地拡張規を縮小できないため西側配置２は代表的な配置とはしませんでした。

西側配置３

配
置
条
件

福岡都市高速道路と国道３号を回避するため、
西側配置１の滑走路間隔を210ｍに短縮し、
さらに増設滑走路を非精密としたものです。
　・滑走路間隔２１０ｍ
　・増設滑走路長２,５００ｍ（非精密）
　・滑走路北端２００ｍ北側配置

周
辺
へ
の
影
響

　福岡都市高速道路と国道3号の付け替えを回避したものです。
　貨物や自衛隊等のセットバックが必要ですが、国際線ターミナルビルは改築で対応可能なため空港用地の拡張規模が西側配
置1より縮小します。

特
徴

　旅客ターミナルが現状の通り分離配置です。また、滑走路間で大型機が一時待機できないことや、滑走路1本が非精密であり、
着陸滑走路が限られるなど運用方法が限られるため滑走路処理容量が配置の中で最小です。
　空港用地拡張は、配置の中で最小となります。

　これらは、現滑走路の東側または西側に滑走路間隔300ｍ、長さ2,500ｍの精密滑走路を配置した場合（標準的な配置）と、その
配置の課題である周辺地域への影響を軽減するための配置を検討したものです。
　なお、周辺地域への影響の軽減、建設事業費の縮減等の観点と滑走路処理能力を踏まえ、増設滑走路の長さ(2,000～2,500m)
や配置についても今後詳細に検討を行っていきます。

　これらのなかから、東側と西側への標準的な配置と、最も周辺地域への影響が軽減される配置として西側配置３（増設滑走路：非
精密、滑走路間隔210ｍ）の３つを代表例とし、それぞれの特徴を整理しました。

※滑走路処理容量の算定においては、将来の機材動向、複数滑走路での管制処理の複雑性等を踏まえ、実際の運用に即した
検討が必要です。

N

拡張規模縮小

国道3号 福岡都市
高速道路

210m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

駅

増設滑走路 2,500m 非精密

現滑走路 2,800m 精密200m

地下鉄

拡張規模縮小
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
3）滑走路増設の代表的な配置の特徴 3）滑走路増設の代表的な配置の特徴

西側配置（滑走路間隔300m） 西側配置（滑走路間隔210m）

・都市高速に制限表面が抵触し、付け替えが必要
・空港西側で大規模な拡張用地の取得が必要であるが、東
側配置案より規模は小さい

・空港西側で拡張用地の取得が必要であるが、規模は3案
の中で最も小さい

概ね5,000億円

（滑走路等の基本施設、ターミナル施設、用地買収費、都市高速

道路付け替え等の補償工事費用など）

概ね2,500億円

（滑走路等の基本施設、ターミナル施設、用地買収費、補償工事

費用など）

10年程度 8年程度

拡大する

現状とほぼ同じ

・現滑走路の300m西側に2,500mの精密滑走路を増設（滑
走路北端合わせ）

・都市高速が制限表面に抵触
・空港西側への用地の拡張が必要

・現滑走路の210m西側に2,500mの非精密滑走路を増設
（滑走路北端を北側に200mずらす）
・都市高速や国道3号には抵触しない
・空港西側への用地の拡張が必要（規模小）

空港用地拡張が、他の2つの配置より小さい。

住宅・事業所等へ抵触し、移設が必要。

拡大する

西側で約30ha

国内線・国際線ターミナルが分離（現状と同じ）

現状とほぼ同じ
現状とほぼ同じ 精密進入を行わないため設定しない

空港用地拡張が、東側配置より小さい。
福岡都市高速道路2号線の付け替えが必要。

福岡都市高速道路2号線に抵触し、付け替えが必要。
住宅・事業所等へ抵触し、移設が必要。

西側で約60ha

国内線・国際線ターミナルが分離（現状と同じ）

現状と同じ
現状と同じ

現状と同じ
現状と同じ

旅客ターミナルが東西に分離し、航空機の地上走行が複雑とな

るため、滑走路処理容量は東側配置より小さい

増設滑走路が非精密進入であり、悪天候時の運用に制約がある。

旅客ターミナルが東西に分離し、かつ滑走路間に大型機の一

時待機ができないため、航空機の地上走行が複雑となり、滑走

路処理容量は3つの配置の中では最も小さい

・供用しながらの滑走路等の整備
・西側ターミナル地区セットバック

・供用しながらの滑走路等の整備
・貨物地区及び自衛隊等セットバック

　なお、周辺地域への影響の軽減、建設事業費の縮減等の観点と滑走路処理容量を踏まえ、増設滑走路の長さ（2,000～2,500m）や
配置についても、今後詳細に検討を行っていきます。

国道3号

福岡都市
高速道路

300m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

拡張拡張

駅

増設滑走路 2,500m 精密

現滑走路 2,800m 精密

福岡都市高速
道路の付け替え

地下鉄

拡張規模縮小国道3号
福岡都市
高速道路

210m

貨物 国際線

国内線

自衛
隊等

駅

増設滑走路 2,500m 非精密

現滑走路 2,800m 精密200m

地下鉄

拡張規模縮小

東側配置（滑走路間隔300m）項　目

空港用地拡張が、他の2つの配置より大きい。現行サービスレ
ベルを維持するためには地下鉄の分岐又は延伸が必要。

・南東側丘陵地に制限表面が抵触し、除去が必要
・国内線旅客ターミナルの西側への移転が必要であるとと
もに、地下鉄の分岐または延伸が必要

・空港の東西両側で大規模な拡張用地の取得が必要

・供用しながらの滑走路等の整備
・西側ターミナル地区セットバック

概ね7,500億円

（滑走路等の基本施設、ターミナル施設、用地買収費、補償工事

費、地下鉄整備費用など）

14年程度

南東側の丘陵地に抵触し、除去が必要。
住宅・事業所等に抵触し、移設が必要。

拡大する

約90ha（東側約40ha、西側約50ha）

国内線・国際線ターミナルが一体化し利便性が向上

国内線は現状程度、国際線は向上
現状と同じ

現状とほぼ同じ
現状とほぼ同じ

ターミナル配置

増設滑走路の進入表面
増設滑走路の転移表面
空港の水平表面
増設滑走路の延長進入表面

周辺既存施設への影響

空港用地拡張

概算事業費

工事期間（別途、環境アセスメント、用地買収、埋蔵文化財調査
などの調査期間の考慮が必要）

事業の困難性

その他

旅客ターミナル

航空機騒音

利便性

制限表面

社会環境

滑走路処理容量

建　　設

アクセス利便性 博多駅からの所要時間（地下鉄）
福岡ICからの所要時間

・現滑走路の300m東側に2,500mの精密滑走路を増設（滑
走路北端合わせ）

・南東側丘陵地が制限表面に抵触
・空港の東側西側への用地の拡張が必要
・国内線旅客ターミナルの移転が必要。西側の国際線ターミ
ナルに一体化、地下鉄の分岐または延伸が必要

配置の特徴

各案の配置

航空機の地上走行がシンプルであり、3つの配置の中では最も

滑走路処理容量が優れている

※概算事業費は、滑走路増設に伴う整備に要する費用です。滑走路増設案の場合には、別途環境対策費等の支出が必要となります。（平
成14～18年度実績の平均で環境対策費60億円／年、土地建物借料84億円／年、詳細は9ページ参照）。

　なお、滑走路増設に伴い、現状より環境対策費が増加することが考えられます。

南東側丘陵地国内線（移転）

地下鉄分岐
または延伸

300m

拡張

貨物 国際線・国内線

国内線（移転）

自衛
隊等

拡張拡張

現滑走路 2,800m

増設滑走路 2,500m

駅

駅

精密

除去

精密
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
3）滑走路増設の代表的な配置の特徴 3）滑走路増設の代表的な配置の特徴

　滑走路増設に伴う航空機騒音影響予測では、現在の告示（第1種区域）より騒音影響が拡大します。

(1)航空機騒音の影響予測

　滑走路増設の東側配置１では、国内線及び国際線のターミナルビルが空港西側に集約されることから、現在の空港アクセスの水準を

確保する対策として、天神・博多等の福岡都心と現在の国内線ターミナルビルを結んでいる福岡市営地下鉄１号線の改良を行い、西側

の新ターミナルビルへの直接乗り入れを行うことが考えられます。

　地下鉄の整備ルート案としては、大きく分けて現在の福岡空港駅から延伸する案や、博多駅と福岡空港駅の間で分岐する案が考え

られます。

(2)地下鉄アクセス

制限表面の確保について

各案の制限表面の諸元

福岡空港の制限表面区域図

〈検討条件〉
各滑走路増設各の制限表面の諸元は以下のとおりです。

〈検討結果〉

　制限表面は、飛行場において予定される航空機の運航が安全に実

施され､かつ飛行場周辺の障害物の増大等により飛行場が使用不可

能になることを防止するため、飛行場の周辺において障害物のない

空域を確保するために設定されます。

　ここでは滑走路増設の代表的な配置案（東側配置１、西側配置１、西

側配置３）に対して、増設滑走路の制限表面（進入表面、転移表面）が

空港周辺の物件に及ぼす影響について確認しました。

　水平表面については、滑走路増設案においては現滑走路と比較し

て変化しないこととしており、検討対象から除外しています。

（制限表面解説はP68コラム参照）

増設滑走路
着陸帯幅
進入区域

進入表面
転移表面

精密進入を行う滑走路 精密進入を行わない滑走路

1,200m

1/50

750m

1/40

300m

3,000m

着陸帯の幅と同じ

1/7

150m

長さ
内側底辺の長さ
外側底辺の長さ
勾配
勾配

東側配置１ 西側配置１ 西側配置３

東側配置１
西側配置１
西側配置３

丘陵地に大きく抵触することに加え、事業所・住宅等についても他の２案より大きく抵触します。

都市高速２号線に約1.2km抵触し、事業所・住宅等にも抵触します。

他の２案と比較して、事業所・住宅等への抵触は小さくなります。

周辺物件に対する制限表面（進入表面および転移表面）の抵触状況配置

※空港用地拡張に伴う物件は含みません。

JR鹿
児
島
本
線

都
市
高
速
2号
線

福岡
市営地下鉄1号線

博多
東比恵

福岡空港

延伸案

JR鹿
児
島
本
線

都
市
高
速
2号
線

福岡
市営地下鉄1号線

博多
東比恵

福岡空港

分岐案
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
3）滑走路増設の代表的な配置の特徴 3）滑走路増設の代表的な配置の特徴

移設道路縦断イメージ

制限表面の抵触イメージ

　滑走路増設の西側配置１では、増設する滑走路の制限表面（進入表面や転移表面等）が既存の福岡都市高速道路２号線の構造物及び

道路空間として必要な建築限界に抵触します。

　このため、抵触区間については都市高速道路の付け替えが必要となります。ここでは検討の一例として、都市高速道路の高さを下げ

ることで制限表面をクリアさせる道路案を示しました。この案から都市高速道路を付け替える場合に生じる課題を整理しました。

　都市高速道路を付け替えるには、既存区間の撤去・取り壊し、新設区間と既存区間の走行面の片勾配のすりつけなどが必要なことか

ら通行止めは不可避と考えられます。

　なお、通行止め期間中は都市高速道路を利用していた交通が国道３号や県道に分散し、極度の交通渋滞を発生させ、福岡都市圏の経

済活動に大きな影響を与えるほか、周辺のその他の生活道路にも影響が及ぶことが予想されます。

(3)福岡都市高速道路への影響

・・・・

渡り線の接続

増設滑走路の着陸帯

至 太宰府IC

至 堤ランプ

至 千鳥橋JCT

都市高速移設（地下化）
転移表面勾配1/7

進入表面勾配1/50

都市高速道路の進入表面・転移
表面への抵触範囲　約1.2km

進入表面への抵触範囲

転移表面への
抵触範囲

40

30

20

10

0

転移表面1/7

現都市高速道路の建築限界

現都市高速道路の路面高（黒線）
現渡り線の路面高（青線）

国道3号線の路面高 移設渡り線の路面高

進入表面1/50

移設都市高速道路の路面高（桃色）

制限表面

抵触！

都市高速道路の
建築限界
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
1）新空港の基本的な考え方の整理 1）新空港の基本的な考え方の整理

検討プロセス
　ＰＩステップ２までに検討、整理された事項を踏まえて、新空港候補地ゾーン選出に必要な前提条件を検討し、さらに地形、環境、気象、運

航などの条件も加味して候補地ゾーンを選出しました。検討プロセスは、以下のとおりです。

新空港候補地ゾーン選出に必要な前提条件の検討
　ＰＩステップ２までに明らかになった「地域から見た将来の福岡空港の役割」、「航空需要予測の見通し」、「現空港の需給逼迫性」を踏まえ

て、新空港において備えておくべきと考えられる各対象施設の前提条件（対象施設・諸元・考え方）、および設定した前提条件から考えられ

る施設配置を以下に示します。

　なお、前提条件は今後の検討により変更する場合があります。1.新空港候補地ゾーン選出に必要となる前提条件の検討

【新空港の前提条件】

【新空港の施設配置】

3.候補地ゾーンの特徴 周辺自然・都市環境

制限表面

地形・水深

社会環境

利便性

自然環境 建設条件

2.新空港候補地ゾーンの検討
（1）候補地検討対象範囲の選定

検討対象範囲：博多駅から30km、福岡都市圏

各対象施設の前提条件、施設配置

（3）候補地ゾーンの選出

候補地ゾーンの選出

候補地ゾーン
選出

気象、制限表面、運航空域、環境、航空機騒音等を考慮した候補地ゾーンの選出

検討対象候補地ゾーンの設定
検討対象とする候補地ゾーンの設定

選出条件

1km２メッシュにより対象地域を選出

（2）検討対象メッシュの選出

選出条件
第1段階

地形条件
　地形起伏量
　水深

（起伏量150m以内）
（平均水深25m以浅）

社会環境条件
市街化区域面積比率
建物用地面積比率

1％以下
5％以下

検討対象メッシュ選出

選出条件
第2段階

空港用地を配置したときに、空港標点が配置可能で、かつ海上・沿岸域では制限表
面（水平表面片側・進入表面両側）の確保が可能なメッシュを選出（平均水深は
20m以浅に限定）

滑走路

誘導路

エプロン

ターミナル地域

航空保安施設

対象施設

本数

滑走路長

滑走路間隔

誘導路種別

施設規模

スポット数

ＧＳＥ置場

旅客取扱施設

道路・駐車場

貨物取扱施設

その他

航空保安施設

諸　元

平行滑走路 2本〔クロースパラレル〕
（滑走路処理容量、空港運用の柔軟性及び非常時などを考慮して2本を設定）

滑走路長　3,000m
（国際航空ネットワーク形成に向けて3,000mを設定）

滑走路間隔　300m
（管制方式基準を参考に設定）

二重平行誘導路・エプロン誘導路の設置
（国内既存の国際空港の実態から設定）

規模に見合う用地確保（国内線・国際線）

ローディングスポット・ナイトステイスポット・予備スポット確保（国内線・国際線）

規模に見合う用地確保（国内線・国際線）

規模に見合う用地確保（国内線・国際線）

給油施設・管理施設・小型機施設などの規模に見合う用地確保

空港運用で必要となる施設の規模に見合う用地確保

考え方

※ＧＳＥとは航空機の運航に必要な地上支援設備（Ground Support Equipment）のこと。

※施設規模の想定は滑走路増設案の考え方に準じている。

クロースパラレル方式

滑走路 3,000m

滑走路 3,000m

空港標点 300m

ターミナル

エプロン約
1
,5

0
0
m

約3,500m
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コラム11　福岡都市圏について

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

候補地検討対象範囲の選定
　新空港の候補地検討対象範囲は、現在の福岡空港の立地特性や近隣空港との立地関係などを考慮し、以下のように選定しました。

■現在の福岡空港の立地に関する特徴は以下のとおり整理できます。

　・都心に近接し、福岡都市圏の中心に立地している。

　・鉄道、都市高速道路により都心と直結しており、母都市および周辺都市からのアクセスもよい。

■以上の現福岡空港の特徴を踏まえて、以下の理由により「博多駅から30km内の福岡都市圏」を候補地検討対象範囲として

　選定しました。

　・北部九州地域において、近隣空港（新北九州空港、佐賀空港）と適度な位置関係であること。（下図参照）

　・需要の多い地域である福岡都市圏内に立地すること。（下図参照）

　・旅客の利便性に影響する空港までのアクセス時間および費用が適正な範囲内となるよう、既存交通施設を活用してアクセス時間

　が概ね1時間以内となること。（次頁図参照）

博多駅から30km内で、福岡都市圏を候補地検討対象範囲として選定

　福岡都市圏は地理的に近接し、歴史的にもつながりが深く、就業・購買・医療・

教育・娯楽など、住民の日常社会生活面で一体と認められる以下の9市10町を

圏域としています。

　・福岡市

　・筑紫地域（筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、那珂川町）

　・粕屋地域（古賀市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町）

　・宗像地域（宗像市、福津市）

　・糸島地域（前原市、二丈町、志摩町）

　福岡都市圏では、圏域の総合的かつ一体的な発展を図るため、道路等交通基

盤整備や水、福祉、環境等の都市圏に共通する課題についての取り組みが進め

られています。

 （福岡都市圏ホームページより）

アクセス1時間圏（全体）

空港
母都市中心駅
空港最寄りIC

新幹線
鉄道
高速道路
福岡都市圏

佐賀空港
（2,000ｍ）

佐賀駅

小倉駅

新北九州空港
（2,500ｍ）

0 10 20ｋｍ

JR鹿児島本線

東九州自動車道

ＪＲ日豊本線

北九州都市高速

福岡市営
地下鉄1号線

大分自動車道

九
州
自
動
車
道

西九州
自動車道

福岡都市高速

長崎本線

Ｊ
Ｒ
鹿
児
島
本
線

30ｋｍ

博多駅
福岡都市高速福岡都市高速 福岡空港

（2,800m）

九州自動車道

山陽新幹線

長崎自動車道

N
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II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

検討対象メッシュの選出
　候補地検討対象範囲から検討対象メッシュを選出するにあたり、まず、以下の4つの条件を設定しました。

　検討対象メッシュは、候補地検討対象範囲を3次メッシュ区画に分割し、設定した条件に基づいて国土数値情報のメッシュデータを処理

することにより選出します。

■メッシュデータについて

　　メッシュデータとは、地図上の情報デジタル化、各種統計情報の表示のために地図上の経緯度方眼として定められた地域メッシュ

のことです。国土数値情報のメッシュデータは、総務省が定めた統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュレコードに

従って、それぞれの区域に関する統計データを編集したものです。

　丘陵地に立地する広島空港（起伏量155m程度）、秋田空港（起伏量120m程度）、高松空港（起伏量75m程度）を参考に、起伏量が

150m以内のメッシュを選出します。

■標準的な工法、工費で空港建設の可能性を検証するためには、候補地における土地の起伏量や水深の規模が適切な範囲内

であることが必要です。

■４条件による検討対象メッシュの選出結果

　設定した４条件による検討対象メッシュの選出結果を条件毎に以下に示します。

地形条件：起伏量150m以内（陸域）

　海上埋立空港である関西国際空港２期工事（平均水深20m程度）、中部国際空港（平均水深6m程度）、神戸空港（平均水深17m程

度）、および候補地検討範囲の水深状況を勘案し、平均水深25m以浅のメッシュを選出します。

水深条件：平均水深25m以浅（海域）

　空港は市街地の近くに立地する方が利便性の面で有利となります。しかし、市街地周辺では公共施設、民家等が集中しており、用

地確保が困難であるとともに、航空機騒音の影響が大きくなります。したがって、ここでは検討対象個所に対する土地利用の前提条

件として市街化区域面積比率１％以下のメッシュを選出します。

■空港立地の可能性を検証するためには、空港整備に必要となる用地について確保の見極めができること、また、土地利用計

画、道路計画、用途地域指定など他の法定または公的計画などと整合が図られているか、図られる見込みがあることが必要

です。

市街化区域面積比率： １％以下

　市街化区域外での住宅地を検討対象からできる限り除外するために、ここでは建物用地面積比率５％以下のメッシュを選出します。

建物用地比率： ５％以下

解 説

起伏量150m以内、
水深25m以浅の
選出結果

市街化区域
面積比率１％以下の
選出結果

N

N

・1次メッシュ区画：東経100度、北緯0度を基準とし、各度の経線と、偶数緯度及びその間隔を3等分した緯線とで縦横に分割した区域。

・2次メッシュ区画：1次メッシュ区画を緯線方向及び経線方向に8等分してできる区域。

・3次メッシュ区画：標準（基準）地域メッシュとも呼ばれ、2次メッシュ区画を緯線方向及び経線方向に、10等分してできる区域、1区

画が緯度30”、経度45”で区分された区画で、一辺1kmに相当する。
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さらなる検討対象メッシュの絞り込み結果

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

■さらなる検討対象メッシュの絞り込み

　下図に示すように、新空港の規模は前述の前提条件から概ね１km2メッシュで8（4×2）メッシュの範囲に及ぶものと想定されます。

よって、まず前ページの４つの条件によって選出した検討対象メッシュから、4×2程度の塊を形成するメッシュを抽出しました。

　さらに、端部メッシュに空港標点を配置すると空港用地がメッシュ範囲から大きくはみ出すことから、外縁の１メッシュを除いた内

側のメッシュを空港標点の配置を検討するメッシュとし、以下に示す条件により、さらなる検討対象メッシュの絞り込みを行いました。

　なお、絞り込みは１メッシュ内で100m毎に空港標点を配置・固定し、空港形状を10度刻みで回転させる方法により、１メッシュに

対して10列×10列×36方位＝3,600ケースを検証しました。

①地形条件 ： 空港用地内において、起伏量が150m以内
②水深条件 ： 空港用地内において、平均水深が20m以浅
③海域条件 ： 博多湾内の航路を含むメッシュは対象外
④制限表面 ： 海上・沿岸域では水平表面（片側）および進入表面（両側）を確保

建物用地面積
比率５％以下の
選出結果

４条件全てを満足する
検討対象メッシュの
選出結果

10度ずつ回転

10度ずつ回転

空港標点固定

300m滑走路3,000m

滑走路3,000m 離着陸地域

ターミナル地域

1km×4メッシュ

１
km
×
２
メ
ッ
シ
ュ

空港標点

N

N

N
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コラム12　ウインドカバレッジについて
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糸島沖
ゾーン

陸域ゾーン

（前原地区）

陸域ゾーン
（糸島地区）

陸域ゾーン
（福津地区）志賀島・奈多

ゾーン 三苫・新宮
ゾーン

古賀・福津
ゾーン

湾内中央
ゾーン

湾内東
ゾーン

自然公園地域（玄海国定公園）

　第1種特別地域

　第2種特別地域

　第3種特別地域 

候補地として設定するゾーン（海上・沿岸域）

候補地として設定するゾーン（陸域）

候補地として設定しない海上・沿岸域�

しかのしま

みとま

陸域ゾーン

（宗像地区）
むなかた

まえばる

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

候補地ゾーンの選出
（１）検討対象候補地ゾーンの設定

　　　これまでに選出した検討対象メッシュをもとにして、検討対象候補地ゾーンを設定します。ここではおもに、メッシュの近接状況や沿

岸部の地象状況に着目して設定を行いました。

（２）候補地ゾーンの選出条件

　　　設定した検討対象10ゾーンから、候補地ゾーンを選出するため、滑走路配置の可能性に係わる基本的な選出条件（気象、制限表面・

運航空域、環境、航空機騒音の影響）を設定しました。

注）赤メッシュ（■）は、空港
標点（滑走路の中心とな
る点）が配置可能な範囲
を示しています。青メッ
シュ（■）は赤メッシュに
空港標点を配置した場
合に大きさ約1.5km×
約3.5kmの空港用地が
及ぶ範囲を示しています。

■設定条件

■設定結果

本海域北側エリアは都心部からのアクセス距離が最も遠く、
水深についても優位性がない。また、南側エリアでは国定公園

（特別地域）に空港用地を抵触させない配置は不可能なため
ゾーンの設定は行わない。

相島に国定公園（特別地域）が拡がり、空港用地をこれに抵触
させない配置は不可能なためゾーンの設定は行わない。

周辺に国定公園の高い山（島）が存在し、また大型
船舶の航行がある。これらの影響を回避した位置
に空港用地を配置した場合、適切な運航空域を確
保することが不可能なためゾーンの設定は行わない。

沿岸部に国定公園（特別地域）が拡がり、空港用地を国定公園に抵触さ
せない配置は不可能である。また周辺に高い山が存在することから、
適切な運航空域の確保が不可能なためゾーンの設定は行わない。

エリア

陸　域

湾外西

湾外東

湾　内

海
上
・
沿
岸
域

設定条件

糸島半島沖に点在する検討対象メ
ッシュについて、近接しているメッ
シュの塊をゾーンと設定

当該海域の沿岸部は、右図のとお
り砂浜と岩礁が拡がっている。よ
って、沿岸部の地象状況によりゾ
ーンを設定

当該海域には右図のとおり主要航
路が存在する。よって、航路の北側
と南側にゾーンを設定

各メッシュを地域別にまとめてゾ
ーン設定

滑走路長

1,500m以上

1,200m以上1,500未満

1,200m未満

許容横風分力
20ノット（10.3m／sec）

（注）不十分な摩擦係数時折経験され
る場合は13ノット（6.7m／sec)

13ノット（6.7m／sec)

10ノット（5.2m／sec)

■気象を考慮した選出条件

　航空機は風に向かって離着陸を行いますが、横風が一定限度以

上の場合には離着陸ができません。

　したがって、滑走路方向は横風により航空機の離着陸ができなく

なる頻度が少なくなる方向に設定することが望まれます。

　ある滑走路について許容横風分力を超えない風の割合をウイン

ドカバレッジとよび、ウインドカバレッジが大きくなる方向に滑走路

を配置することが必要となります。

　空港として最低限必要なウインドカバレッジはICAO ANNEX14

（国際民間航空条約第１４付属書）に記載されており、許容横風分力

20ノット、ウインドカバレッジ95％以上と勧告されています。

　今回は、右図に示すとおり、設定した検討対象ゾーンの周辺にあ

る風観測施設の既往データを参考にして検討を行いました。

ウインドカバレッジ（許容横風分力20ノットを超えない風の割合）が95%以上確保されること

■最大許容横風分力

　右表のとおり、計画段階での最大許容横風分力は滑走路

長ごとに規定されています。

■ウインドカバレッジの算出方法

　空港の予定地またはその付近での風向、風速について、

１日8回以上、3カ年に亘る観測結果を、風向は32方位また

は16方位に、風速は5ノット単位で分割し、それぞれの出現

頻度として右図の例に示すような図を作成します。

　この図において、滑走路方向に許容横風分力の円に接す

る２本の直線を引き、この2本の直線に囲まれた部分の出

現率を総計します。

　これがウインドカバレッジであり、現在では一般的にコン

ピュータを使って計算しています。

N

航路糸島半島

砂浜

砂浜

岩礁

岩礁
N
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コラム13　制限表面について コラム14　玄海国定公園について

必要な制限表面および適切な進入・出発空域が確保されること

N

第1種特別地域
第2種特別地域
第3種特別地域
普 通 地 域

【凡例】自然公園地域（玄海国定公園）

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

空港用地が玄海国定公園の特別地域に抵触しないこと
制限表面による玄海国定公園特別地域の地形等の改変が生じないこと

■環境を考慮した選出条件■制限表面・運航空域を考慮した選出条件

　制限表面は、航空機の安全な運航を確保し､かつ飛行場周辺の障害物の増大等により飛行場が使用不可能になることを防止する

ため、飛行場の周辺において障害物のない空域を確保するために設定するものです。また、適切な進入経路や出発経路が確保され

ることも安全の運航のためには必要です。

　検討対象候補地ゾーンの周辺には玄海国定公園が存在し、島を含む陸域部には特別地域が指定されています。特別地域は風致を

維持する必要性が高い地域として位置づけられていることから、空港用地や制限表面によってこの地域内の土地の形状変更や樹木

の伐採などが生じないように配慮する必要があります。

　国定公園は「自然公園法」に基づいて指定されるもので、玄海国定公園もその一つです。検討対象候補地ゾーンに隣接する地域の指

定状況は、概ね下図に示すとおりです。特別保護地区の指定はありませんが、島を含む陸域部に特別地域、海上部に普通地域が指定さ

れています。各地域は「自然公園法」において、概ね以下のように位置づけられています。

・特別保護地区……特別地域内で特に厳重に景観の保護を図る必要がある地区で、学術研究のための行為など極めて限定された範囲

の行為のみが許可される地区。

・第１種特別地域…特別保護地区に準ずる景観を有し、特別地域のうちでは風致を維持する必要性が最も高い地域であって、現在の景

観を極力保護することが必要な地域。地域内において土地の形状を変更するなどの行為は許可を要する。

・第２種特別地域…第１種および第３種以外の特別地域であって、地域内において土地の形状を変更するなどの行為は許可を要する。

・第３種特別地域…特別地域の中では風致を維持する必要性が比較的低い地域であって、地域内において土地の形状を変更するなど

の行為は許可を要する。

・普通地域…………特別地域に指定されていない自然公園の地域（海面含む）であって、地域内において水面を埋め立てるなどの行為

は届出を要する。

　空港に離着陸する航空機の安全運航を確保するため、空港周辺の一定の上部空間を建造物、立木のない無障害の状況にしておく必

要があります。この目的のために設定されるのが制限表面であり、制限表面は確保されるべき空間の底面を示しています。制限表面に

おいて重要なことは、公共用飛行場では制限表面に抵触する物件の設置が「航空法」により禁止されるという私権の制限を課すもので

あることです。

注）規定によれば、一定の手続きによって両側の水平表面内に抵触物件の存在が許容されることになるが、今回の候補地ゾーン選出

条件では航空機運航がより安全となるよう、少なくとも片側は抵触物件は存在しないことを条件としている。

・進入表面…航空機の離陸直後または最終着陸の際の運航の安全を確保するために物件を制限する表面。

・転移表面…航空機が着陸のための進入を誤ったときに急旋回して離脱する場合などの安全を確保するために物件を制限する表面。

・水平表面…航空機の安全な離着陸経路を確保するために物件を制限する表面。ただし、水平表面については、仮設物、建築基準法に

基づく避雷設備、地形または既存物件で航空機の飛行の安全を特に害しない物件は、空港設置者の承認を受けて設置また

は留置することができる。

進入区域

転移表面

水平表面

進入表面

長さ

内側底辺の長さ

外側底辺の長さ

勾配

勾配

半径

標点からの高さ

3,000m

300m（着陸帯幅に同じ）

1,200m（精密進入を行う場合）

1/50（精密進入を行う場合）

1/7

4,000m（滑走路長が2,550mを超える場合）

45m
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コラム15　航空機騒音について

コラム16　市街化区域について

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について

■航空機騒音を考慮した選出条件

　周辺地域の環境を保全するためには、航空機騒音の影響が市街地に及ばない滑走路配置とする必要があります。よって、現空港に

おいて環境対策の対象となっている第１種区域（加重等価平均感覚騒音レベルWECPNL75以上）が市街化区域に及ばないことを条

件としました。

航空機騒音の影響が市街化区域に及ばないこと

　　「都市計画法」に基づいて指定される都市計画区域は、無秩序な市街

化を防止し、計画的な市街化を図るため、市街化区域（既に市街地を形

成している区域と概ね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を促進

する区域）と市街化調整区域（当分の間は市街化を抑制する区域）に区

分されています。検討対象候補地ゾーン周辺では右図のとおり市街化

区域が指定されています。

（3）滑走路配置の可能性の検証

　　　検討対象10ゾーンについて、その位置や周辺状況に関する特徴を整理するとともに、前述の基本的な選出条件に基づいて滑走路配置の可能性を検証しました。

■航空機騒音の発生のメカニズム

　　航空機からの騒音発生源は、ファン、圧縮機、タービンなどの回転部分、ジェット排気、燃焼機等のエンジン本体から発生する騒音

及び機体が空気中を移動することから発生する騒音とに大別されます。現在までのところエンジン本体からの騒音が大部分を占め

ています。

■航空機騒音で使用する騒音単位

　　航空機騒音では、WECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）を使用します。日中

（７時～19時）、夕方（19時～22時）、夜間（22時～7時）の３つの時間帯において

発生した航空機騒音の回数に、時間帯毎に定めた重みづけ係数（日中は1、夕方は

3、夜間は10）を乗じることにより、人への影響が大きい夜間の騒音が日中よりも

大きく評価されるように補正したものです。

　　例えば、騒音レベル90デシベル程度である犬の鳴き声（正面5m）を1日15回

聞く場合がWECPNLは75に相当します。、1日15回聞く場合とは、前述の重みづ

け係数をあてはめると、日中2回、夕方1回、夜間1回聞く場合に相当します。

■航空機騒音が及ぶ範囲の把握

　　航空機騒音が及ぶ範囲は、騒音コンター図を用いて把握します。滑走路方向、航

空機進路、機種によって、騒音コンターの形状や範囲が異なってきます。新空港に

ついても、この騒音コンター図をもとにして今後空港配置を検討していきます。

　　右図に羽田空港の事例を示します。　（国土交通省ホームページより）

陸域ゾーン（糸島地区）

博多駅から20km程度

沿岸部に玄海国定公園が拡がる。ゾーン北～西側には
200m～350mの山地が拡がる。雷山川（二級河川）や
初川（普通河川）、九州大学用地が存在する。

山地の存在により適切な進入・出発経路を確保できな
い。また、河川の付け替えが生じる可能性がある。航空
機騒音が九州大学に影響を及ぼす。

陸域ゾーン（前原地区）

博多駅から20km程度

山地部に玄海国定公園が拡がる。ゾーン南～東側には
300～700mの山地が拡がる。ゾーン内には長野川（普
通河川）や雷山大溜池が存在する。

山地の存在により適切な進入・出発経路を確保できな
い。また、滑走路配置によっては山岳地の玄海国定公
園（特別地域）が制限表面に抵触する。河川の付け替
えが生じる可能性がある。

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境

陸域ゾーン（福津地区）

博多駅から20km程度

沿岸部には玄海国定公園が拡がる。ゾーン東側には市
街化区域が拡がる。北側には対馬見山、許斐山が存在し、
南～東側には200m～700mの山地が存在する。

三方を山地に囲まれ、適切な進入・出発経路を確保で
きない。また、航空機騒音が市街化区域に影響を及ぼす。

陸域ゾーン（宗像地区）

博多駅から30km程度

沿岸部や山地部に玄海国定公園が拡がる。ゾーン南側に
は市街化区域が拡がり、対馬見山が存在する。ゾーン内
には釣川（二級河川）、ダム、130m級の山地が存在する。

河川や玄海国定公園に抵触しない空港配置は河川西側
の範囲に限定され、その位置に配置した場合、市街化区
域へ航空機騒音が及ぶ。都心部からのアクセス条件は
他のゾーンより劣る。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

■ 陸域ゾーン

羽田空港

3

3

八　女

佐賀空港

3

3
202

佐賀大和

広　川

さが

長崎自動車道

大分自動車道

九
州
自
動
車
道

久留米

博
多
駅
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市街化区域
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N

沖合展開事業の環境アセスに

おけるWECPNLコンター図

N

対馬見山
（249m）

陸域部に市街化
区域が拡がる

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

山地部に玄海国定
公園が拡がる候補地ゾーン

釣川

ダム

N

候補地ゾーン

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

許斐山
（271m）

200～700m級の山地

対馬見山
（249m）

陸域部に市街化
区域が拡がる

N

山地部に玄海国定
公園が拡がる

長野川

雷山大溜池

300～700m級の山地

候補地ゾーン

N

候補地ゾーン

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

200～350m級の山地

九州大学用地

初川

雷山川
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コラム17　警固断層について

コラム18　博多港について

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
2）新空港候補地ゾーンの検討 2）新空港候補地ゾーンの検討

三苫・新宮ゾーン

博多駅から20km程度

古賀・福津ゾーン

湾内東ゾーン

博多駅から10km程度

志賀島・奈多ゾーン

博多駅から15km程度

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境

博多駅から25km程度

沿岸部の地象は海浜であり、玄海国定公園および市街
化区域が拡がっている。ゾーン東側には対馬見山、西側
には相島、南側には磯崎鼻が存在する。

滑走路配置は可能であるが、三苫・新宮ゾーンや志賀島・
奈多ゾーンと比較して水深条件やアクセス条件が劣り、
コストが増加する。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境
沿岸部の地象は海浜であり、玄海国定公園が拡がって
いる。ゾーン西側には志賀島、東側には磯崎鼻や電波塔
が存在する。

滑走路配置は可能である。都心部に比較的近く、水深
条件やアクセス条件が他の海上ゾーンと比較して優
位である。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境
ゾーン北側には玄海国定公園、周辺一円には市街化区域が拡がる。
北東側には磯崎鼻、西側には能古島や志賀島が存在する。ゾーン内
には東航路が存在し、観覧車やガントリークレーンも近接している。

滑走路配置によっては観覧車またはガントリークレー
ンが制限表面に抵触する。航空機騒音の影響が市街化
区域に及ばない滑走路配置とした場合、空港用地が東
航路上となり、香椎パークポートやアイランドシティの
船舶入出港に支障が生じる。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境
沿岸部の地象は岩礁・海浜であり、玄海国定公園および
市街化区域が拡がっている。ゾーン北側には相島、南側
には磯崎鼻、東側には対馬見山が存在する。

滑走路配置は可能である。都心部に比較的近く、水深
条件やアクセス条件が他の海上ゾーンと比較して優
位である。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境
沿岸部には玄海国定公園、周辺一円には市街化区域が拡が
る。ゾーン北側には志賀島や玄界島が存在し、西側に能古
島が近接する。ゾーン内には中央航路、警固断層が存在する。

滑走路配置によっては能古島（玄海国定公園特別地域）
が制限表面に抵触する。これを回避した場合、警固断層
の直上に空港用地が位置することとなり、地震時の断層
ずれ等により、空港用地がダメージを受ける可能性がある。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

ゾーンの位置

周辺自然・都市環境
沿岸部には玄海国定公園が拡がる。ゾーン東側には玄
界島や志賀島が存在する。南側には230～350m級の
山岳地帯が存在する。

滑走路配置は可能であるが、三苫・新宮ゾーンや志賀島・
奈多ゾーンと比較して水深条件やアクセス条件が劣り、
コストが増加する。

選出条件に照らし
た滑走路配置の可
能性、その他の考察

糸島沖ゾーン

博多駅から25km程度

湾内中央ゾーン

博多駅から10km程度

　警固断層は筑紫野市付近から北西方向へ博多湾を横切る形で存在す

ることが確認されています。（右図参照、地震調査研究推進本部HPより）

　政府地震調査研究推進本部に設置されている地震調査委員会の長期

評価（H19.3.19）では、南東部断層の今後30年以内の地震（M7級）発生

確率は最大6%と報告されています。これは、国内110ヶ所の主要活断層

の中でも10番目に高い確率です。さらに、独立行政法人産業技術総合研

究所活断層研究センターが行った新たな試算では、平成17年3月の西方

沖地震で受けた圧力を加味した場合、同確率が最大10%に高まることが

わかっています。

　博多港は九州・西日本の海の玄関口として、また、アジア・世界につなが

る拠点港湾として発展しており、鉄道・航空機など多様な輸送手段が連携

する国内外の充実した物流ネットワークを形成しています。平成７年には

我が国の国際海上コンテナ輸送の拠点となる「中枢国際港湾」に位置づ

けられています。中でも香椎パークポート地区やアイランドシティ地区は

船舶の大型化や貨物のコンテナ化の進展に対応できる重要な港湾機能

を有しており、これらの地区の入出港には中央航路および東航路が航行

ルートとして利用されています。

現空港

候補地ゾーン

N

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

陸域部に市街化
区域が拡がる

磯崎鼻
（60m）

志賀島
（168m）

対馬見山
（249m）

相島
（77m）

現空港

候補地ゾーン

N

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

陸域部に市街化
区域が拡がる

相島
（77m）

磯崎鼻
（60m）

対馬見山
（249m）

現空港

候補地ゾーン

N

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

磯崎鼻
（60m）

電波塔
（60m）

志賀島
（168m）

能古島
（195m）

現空港

N

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

陸域部に市街化
区域が拡がる

磯崎鼻
（60m）

中央航路
東航路

志賀島
（168m）

観覧車
（68m）

相島
（77m）

能古島
（195m）

ガントリークレーン
（104m）

候補地ゾーン

電波塔
（126m）

N

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

陸域部に市街化
区域が拡がる

磯崎鼻
（60m）

中央航路 東航路

志賀島
（168m）

玄界島
（218m）

警固断層

能古島
（195m）

候補地ゾーン 現空港

候補地ゾーン
N

宮地岳・柑子岳
など（280m級）

志賀島
（168m）

難山
（210m）

玄界島
（218m）

彦山
（232m）

立石山
（210m）

能古島
（195m）

柑子岳など
（250m級）

可也山など
（350m級）

沿岸部に玄海国定
公園が拡がる

■ 海上・沿岸域ゾーン

ガントリー
クレーン

ガントリー
クレーン

ガントリー
クレーン

アイランドシティ地区アイランドシティ地区

香椎パークポート地区香椎パークポート地区

ガントリー
クレーン

東航路へ
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074 II-3-3

候補地ゾーン

N

N

沿岸部には
玄海国定公園や

市街化区域が拡がる
磯崎鼻

（60m）

対馬見山
（249m）

相島
（77m）

現空港

N

沿岸部には
玄海国定公園が

拡がる

磯崎鼻
（60m）候補地ゾーン

志賀島
（168m）

電波塔
（126m）

N

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

3.　新空港について3.　新空港について
3）新空港候補地ゾーン選出結果と特徴 3）新空港候補地ゾーン選出結果と特徴

候補地ゾーンの選出と課題
　　これまでの検討結果から、候補地ゾーンを選出し、現時点での課題を整理しました。

ゾーンの特徴
　　選出した６ゾーンの内、現時点において実現可能性が高いと考えられる三苫・新宮ゾーンと志賀島・奈多ゾーンについて、特徴を整理しました。

　陸域ゾーン（宗像地区・福津地区・前原地区・糸島地区）については、進入・出発経路と航空機騒音等の基本的条件を満足できないため選

出しませんでした。

■候補地ゾーンの選出

●湾内中央ゾーンについては、必要な制限表面を確保しようとすると、警固断層の直上に空港用地が位置することとなります。

●湾内東ゾーンについては、市街地への騒音の影響を回避しようとすると、港湾機能へ影響を与えることとなります。

●古賀・福津ゾーン及び糸島沖ゾーンについては、水深が深く、都心からも遠い位置にあります。

●現時点においては、「三苫・新宮」及び「志賀島・奈多」の２ゾーンの実現可能性が高いと考えられます。

■新空港ゾーンについては、皆様方のご意見を踏まえ、ステップ４において詳細な検討を行います。
■具体的な空港配置について
  ウィンドカバレッジ等を踏まえた滑走路方位や、航空機騒音、海浜変形等、周辺地域への影響の程度について検討を行うとともに、ゾーン

において具体的な空港用地の配置を示します。
■ウインドカバレッジについて
　現在の福岡空港のウインドカバレッジは99.8％程度（2003年３月～2005年２月実績値）であり、今後、滑走路の配置方向の検討を行う

にあたっては、ウインドカバレッジのより詳細な検討を行う必要があります。

■選出された海域６ゾーンについて、現時点での課題について整理しました。

沿岸部の地象は岩礁・海浜であり、玄海
国定公園及び市街化区域が拡がってい
る。ゾーン北側には相島、南側には磯崎
鼻、東側には対馬見山が存在する。

滑走路配置によっては、磯崎鼻や相島
が抵触する可能性あり（片側確保可能）

滑走路配置によっては、電波塔や志賀
島が抵触する可能性あり（片側確保可能）

自然海岸、藻場、漁場、貴重生物、自然景観など

概ね10,000億円
（護岸・埋立、滑走路等の基本施設、ターミナ
ル施設、アクセス施設、漁業補償費用など）

概ね11,000億円
（護岸・埋立、滑走路等の基本施設、ターミナ
ル施設、アクセス施設、漁業補償費用など）

沿岸部の地象は海浜であり、玄海国定
公園が拡がっている。ゾーン西側には
志賀島、東側には磯崎鼻や電波塔が存
在する。

0 5 10ｋｍ10ｋｍ 0 5 10ｋｍ

約5km

約
4km

約8km

約
5km

※概算事業費について
　　概算事業費は、空港用地を海岸線付近の水深の浅い位置に配置した場合の金額であり、今後ステップ４に向けてさらに検討を深めていくこと

により、変更する場合があります。

志賀島・奈多ゾーン三苫・新宮ゾーン

周辺自然・都市環境

各　案

項　目

水深条件
15～20km程度利便性

ゾーン内赤メッシュの平均水深

博多駅からゾーン両端部までの直線距離

進入表面

転移表面

水平表面

法的規制等

周辺社会基盤への影響

配慮すべきと考えられる事項

空港用地面積

国定公園への抵触状況

既存周辺施設移設等

制限表面

社会環境

自然環境

滑走路処理容量

建　　設

10～15km程度

確保可能

確保可能

約530ha

平均水深18m程度

利用時間の制限がないため、現空港における滑走路増設方策より滑走路処理容量は大きい

陸域に近接して滑走路を配置した場合、空港用地が普通地域に抵触する可能性あり

移設が生じない滑走路配置が可能

13年程度（漁業補償、環境アセスメント等の期間は含まない）

冬季の高波浪に対する護岸施工手順・越冬対策、強風による飛沫対策など

概算事業費

工事期間

建設上の留意点

ステップ４に向けて

3

3

3

3
202

佐賀大和

広　川

八　女

さが

長崎自動車道

大分自動車道

九
州
自
動
車
道

佐賀空港

久留米

博
多
駅

福岡都市高速道路
国道
九州自動車道
JR
私鉄
市営地下鉄
航路
警固断層

市街化区域

N

三苫・新宮
ゾーン

現空港

志賀島・奈多
ゾーン

しかのしま

みとま

0 5 10ｋｍ

3

3

八　女

佐賀空港

3

3
202

佐賀大和

広　川

さが

長崎自動車道

大分自動車道

九
州
自
動
車
道

久留米

博
多
駅

福岡都市高速道路
国道
九州自動車道
JR
私鉄
市営地下鉄
航路
警固断層

市街化区域

現空港

志賀島・奈多
ゾーン

しかのしま

0 5 10ｋｍ

糸島沖
ゾーン

古賀・福津
ゾーン

湾内中央
ゾーン

湾内東
ゾーン

三苫・新宮
ゾーン

みとま

N

■ゾーン表示について
　　表示した候補地ゾーンは、前段の検討メッシュで設定し

たゾーンと同じものです。新空港やその影響が表示範囲
全域に及ぶということを意味するものではありません。



076 077III III

III章 将来対応方策の評価の視点の検討

II章 将来需要への対応方策の検討

IV章 おわりに
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評価項目の例示 P85

III 将来対応方策の
評価の視点の検討

　この章では、第II章「将来需要への対応方策の検討」で示された、各対応方策について、ＰＩステップ４で

比較評価を行うための視点について説明します。

　「福岡空港の現状と課題」及び「地域の将来像」から導き出された「福岡空港の役割」を基に、ＰＩステップ

1、2で皆様から頂いた評価に関する意見を踏まえつつ、将来対応方策を比較評価していくにあたって基

本となる５つの視点を設定します。

【検討の手順】

福岡空港に求められるもの

福岡空港の役割

評価の視点
需給逼迫緩和 の視点

利用者利便性 の視点

環境・安全 の視点

まちづくりや地域振興 の視点

事業効率性 の視点

福岡空港の現状と課題 地域の将来像

ステップ1.2

ステップ3
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III III将来対応方策の評価の視点の検討 将来対応方策の評価の視点の検討

1.　これまでの検討状況1.　これまでの検討状況

（１）福岡空港の現状と課題

　これまでのPIステップ1、2では「福岡空港の現状と課題」、「地域の将来像」、「福岡空港の役割」等について検討しました。

　「福岡空港の現状と課題」については、利用者・地域・航空ネットワーク・空港施設の視点から、考察を行いました。

　４つの視点からみた福岡空港の課題解決に向けて福岡空港に求められるものをまとめると以下のとおりです。

福岡空港の現状と課題

①利用者の視点
○利用者は旅行時間、目的地での滞在時間、運航頻度を重視する
○利用したい時間帯は、朝・夕にピークがある
○利用者の満足度はアクセスを中心に他空港より高い
○満足度の低い路線（便数の少ない地方路線など）も多い

②地域の視点
○地域経済と市民生活への貢献

●九州で年間約８千億円の幅広い経済波及効果
●市民の航空利用、周辺離島等との連携、防災・報道等での貢献

●日本一良好な都心と空港のアクセス
●空港周辺への流通・生産機能の効率的な集積
●空港東部での緩やかな市街地形成
●都心部の建築物高さ制限

○都市構造に及ぼしている影響

○万一の事故の危険性
●航空機による騒音問題
●家屋移転等による空港周辺地域コミュニティへの影響
●航空機による大気への影響

○福岡空港と都市環境

③航空ネットワーク

●基礎需要の高さと九州各地から福岡都市圏への良好なアクセス利便性を背景にし
　た需要増加と航空ネットワーク形成

○国内航空ネットワーク

●北部九州地域と三大都市圏との流動を支える
●九州・山口地域と主要都市との流動を支える
●離島と他地域との流動を支える
●国内貨物輸送における航空輸送の大幅な伸び

【航空・空港を取り巻く状況】
・国内・海外での空港整備の進展
・東アジアをはじめ世界で増加が
 見込まれる国際航空需要
・経済成長著しい中国や韓国との
 交流の進展
・国内主要空港と比べ十分とは
 言えない国際線

●全国第４位の国際線旅客、貨物の取扱量
●アジア路線が多く占める国際定期路線
●九州・山口地域と海外との流動を支える
●高度化する物流を支える航空輸送

○国際航空ネットワーク

○航空ネットワーク形成

④空港施設
【航空・空港を取り巻く状況】○駐機場、滑走路、誘導路において能力を制約する課題がある

○福岡空港では混雑時間が増加し、ピーク時における旅客利用や増便・
日帰り路線就航等の航空機運航に制約が生じはじめている

○福岡空港の年間滑走路処理容量は14.5万回と見込まれ、その前
提のもとでは平成15年実績で約0.9万回の余力がある

○国内線では、最も旅客数の多い金曜日では羽田路線で予約が取りにく
いなど、曜日や時期などによる利用者への影響も生じはじめている

○国際線では、観光利用の特性である曜日や季節による発着回数の変動がみられる
○福岡空港では騒音対策等の観点から、実際の利用時間帯は7時から22時となっている

・我が国の航空輸送における路
線需要や目的による機材の使
い分けと小型・多頻度化の傾向

・運航の多頻度化による利便性
向上や低コスト運航の取り組み

・規制緩和を契機とした航空会
社間競争による運賃低廉化と
需要拡大

「福岡空港の課題解決」に向けて福岡空港に求められるもの

●直行路線の維持・拡充や運航の多頻度化への取り組み
●空港アクセス、搭乗手続き、航空機の乗り継ぎの時間短縮や快適性の向上
●航空運賃やアクセス料金など、費用の低減

①利用者の視点

●福岡都市圏を出発・目的地とする国内外の旅客や貨物需要への対応
●市民の航空利用と物流など、福岡の生活・経済・文化活動に貢献する交通基盤としての機能
●周辺離島と福岡を結ぶ生活路線やこれらの地域と他地域を結ぶ乗り継ぎ拠点機能
●消防、警察、海上保安庁、テレビ局等、周辺地域の防災・報道等における航空活動支援
●運航の安全をより高める努力と万一事故が起こった場合の危機管理
●騒音や大気汚染等、空港周辺の生活環境への影響低減のための対策の実施

②地域の視点

③航空ネットワークの視点
●海外・国内の拠点空港との競争を見据え、相互交流拡大が見込まれる東アジア

を中心とした国際航空需要への対応
●成長するアジアの活力を取り込み、福岡・九州の観光産業の活性化、自動車や半

導体産業の集積という地域特性を活かした成長を目指すため、現在、福岡空港
に就航していない各国・各地域への国際航空ネットワークの強化

●国内幹線である三大都市圏との安定した航空サービスの確保、全国各都市との
直行路線の確保及び離島等の生活路線の維持

●羽田空港の容量拡大、静岡空港開港、百里飛行場の民間共用化など、国内の空
港整備を踏まえた新たな路線開設及び便数増加による国内航空ネットワーク
の拡充

●高度化する物流システムに対応し、今後増大が見込まれる航空貨物需要への
対応

④空港施設の視点

●国内外の情勢や九州の空港や交通基盤の整備を考慮した、中・長期的な航空需
要を満たし、繁忙期やピーク時間帯での旅客ニーズに対応できる空港容量

●路線の新規開設や増便を可能にし、小型・多頻度化や航空会社間の競争等によ
るサービス向上を活性化させるためのゆとりのある空港容量
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III III将来対応方策の評価の視点の検討 将来対応方策の評価の視点の検討

1.　これまでの検討状況1.　これまでの検討状況

地 域 の 将 来 像

①グローバル化
成長する東アジアを中心とした国際社会と共生する地域

（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●国際連携の強化　●アジアビジネス展開　●産業基盤の強化　●訪日の促進

②少子高齢化
国内外から多彩な人材を引きつける、多様な機会に充ちた地域

（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●生産性の維持向上　●労働・生活環境の向上　●観光・学術・文化等国内外交流の拡大

③地方分権
地域性を活かして競争力のある自立した地域

（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●分権型社会への移行　●自立した地域社会の形成

④価値観の多様化

様々な人々が交流し、ゆとりと豊かさを実感できる地域
（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●多様な余暇の過ごし方の提供　●余暇活動の促進　●モビリティの向上

⑤ＩＴ化

ＩＴを活かして優れた知識を創造し、国内外に情報発信する地域
（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●情報化の基盤整備　●ＩＴの利用促進　●情報関連産業の振興

⑥社会資本形成

戦略的な社会資本形成によりグローバルな競争力をもつ地域
（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
 　●効率的な社会資本形成　●地域の戦略的投資

⑦環境重視

都市の発展と環境への配慮が好循環した持続可能な地域
（将来像の実現に向けた様々な取り組み）
　●循環型社会への対応　●環境関連産業の振興

「地域の将来像」の実現に向けて福岡空港に求められるもの

●東アジアを中心とした産業集積地域と行き交う旅客・貨物需要への対応
●中国主要都市等の訪日観光需要増大への対応
●福岡から乗り継ぎ、周遊しやすい航空・陸上・海上交通のネットワーク
●旅客や貨物の利用者が早く・快適に利用できるターミナル施設

①グローバル化

●九州をけん引する福岡の国内外交流拠点機能の強化
●技術交流、文化交流、学術交流の増大による旅客需要への対応
●東アジアを中心とした外国からの人材受入による旅客需要への対応
●中国主要都市等の訪日観光需要増大への対応（再掲）

②少子高齢化

●高次都市機能が集積する福岡の競争力を支える航空サービスの充実
●分権の拠点となる地方中枢・中核都市とのネットワークの強化

③地方分権

●海外・国内旅行の多様化への対応
●季節便や臨時便、出発到着時刻など様々な利用者ニーズへの対応
●ユニバーサルデザインなど全ての人が利用し易いターミナル施設

④価値観の多様化

●ＩＴ活用により促進されるグローバルな旅客交流の増大への対応
●ＩＴを活用し、他の輸送機関とも連携した迅速・確実な物流への対応
●情報関連産業に関する技術交流、人材交流の増大による旅客需要への対応

⑤ＩＴ化

●効率的な経営による運営コストの低減
●直接的、広域的効果を十分見極めた適切な設備投資
●民間活力導入等による、公的な設備投資額の抑制

⑥社会資本形成

●騒音等、空港が周辺地域に与える環境影響の軽減
●エネルギーや水等、省資源、リサイクル型空港への取組み
●環境関連産業に関する技術交流、人材交流の増大による旅客需要への対応

⑦環境重視

（２）地域の将来像
　「地域の将来像」については、既にある様々な将来ビジョンや地域の現状と課題を参考に着眼すべき論点を抽出し、その論点を中心とし

て、概ね2030年頃までを対象とする地域（福岡・九州）の目指すべき将来像として描きました。

　「地域の将来像」の実現に向けて福岡空港に求められるものをまとめると以下のとおりです。
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III III将来対応方策の評価の視点の検討 将来対応方策の評価の視点の検討

1.　これまでの検討状況1.　これまでの検討状況

（３）福岡空港の役割
　これまで整理した「地域の将来像の実現」及び「福岡空港の課題解決」に向けて「福岡空港に求められるもの」をまとめ、これから導かれる将来の福岡

空港に必要な役割を「福岡空港の役割」として次ページ以降に整理しました。

地
域
の
将
来
像
の
実
現
に
向
け
て

論　点

①グローバル化

②少子高齢化

③地方分権

将来像 福岡空港に求められるもの

成長する東アジアを中心とした
国際社会と共生する地域

○東アジアを中心とした産業集積地域と行き交う旅客・貨物需要への対応�
○中国主要都市等の訪日観光需要の増大への対応�
○福岡から乗り継ぎ、周遊しやすい航空・陸上・海上交通のネットワーク�
○旅客や貨物の利用者が早く・快適に利用できるターミナル施設

国内外から多彩な人材を引きつける
多様な機会に充ちた地域

○九州をけん引する福岡の国内外交流拠点機能の強化�
○技術交流、文化交流、学術交流の増大による旅客需要への対応�
○東アジアを中心とした外国からの人材受入による旅客需要への対応�
○中国主要都市等の訪日観光需要の増大への対応（再掲）

地域性を活かして競争力のある
自立した地域

○高次都市機能が集積する福岡の競争力を支える航空サービスの充実�
○分権の拠点となる地方中枢・中核都市とのネットワークの強化

④価値観の
　多様化

様々な人々が交流し、
ゆとりと豊かさを実感できる地域

○海外・国内旅行の多様化への対応�
○季節便や臨時便、出発到着時刻など様々な利用者ニーズへの対応�
○ユニバーサルデザインなど全ての人が利用し易いターミナル施設

⑤IT化
ＩＴを活かして優れた知識を創造し、
国内外に情報発信する地域

○ＩＴ活用により促進されるグローバルな旅客交流の増加への対応�
○ＩＴを活用し、他の輸送機関とも連携した迅速・確実な物流への対応�
○情報関連産業に関する技術交流、人材交流の増大による旅客需要への対応

⑥社会資本
　形成

戦略的な社会資本形成により
グローバルな競争力をもつ地域

○効率的な経営による運営コストの低減�
○直接的、広域的効果を十分見極めた適切な設備投資�
○民間活力導入等による、公的な設備投資額の抑制

⑦環境重視
都市の発展と環境への配慮が
好循環した持続可能な地域

○騒音等、空港が周辺地域に与える環境影響の軽減�
○エネルギーや水等、省資源、リサイクル型空港への取組み�
○環境関連産業に関する技術交流、人材交流の増大による旅客需要への対応

福
岡
空
港
の
課
題
解
決
に
向
け
て

視　点 主な現状と課題 福岡空港に求められるもの

①利用者の
　視点

・利用者は旅行時間、目的地での滞在�
  時間、運航頻度を重視している�
・利用時間帯は朝・夕にピークがある�
・アクセスを中心に満足度は高い

○直行路線の維持・拡充や運航の多頻度化への取り組み�
○空港アクセス、搭乗手続き、航空機の乗り継ぎの時間短縮や快適性の向上�
○航空運賃やアクセス料金など、費用の低減

②地域の視点

・福岡・九州での幅広い経済波及効果�
・市民や周辺離島の航空利用への貢献�
・防災・報道等における航空活動支援�
・日本一良好な都心と空港のアクセス�
・都心部の建築物高さ制限�
・万一の事故の危険性
・航空機による騒音問題��

③航空ネット
　ワーク

○国内航空ネットワーク
・北部九州地域と三大都市圏との流動を支える
・九州・山口地域と主要都市との流動を支える
・離島と他地域との流動を支える
・全国第４位の国内旅客、全国第３位の国内貨物取扱量
・国内貨物輸送における航空輸送の大幅な伸び
○国際航空ネットワーク
・全国第４位の国際線旅客、貨物の取扱量
・アジア路線が多く占める国際定期路線
・九州・山口地域と海外との流動を支える
・高度化する物流を支える航空輸送
○航空ネットワーク形成
・基礎需要の高さと九州各地から福岡都市圏への良好
なアクセス利便性を背景にした需要増加と航空ネッ
トワーク形成

○海外・国内の拠点空港との競争を見据え、相互交流拡大が見込まれる東
アジアを中心とした国際航空需要への対応�
○成長するアジアの活力を取り込み、福岡・九州の観光産業の活性化、自
動車や半導体産業の集積という地域特性を活かした成長を目指すため、
現在、福岡空港に就航していない各国・各地域への国際航空ネットワー
クの強化�
○国内幹線である三大都市圏との安定した航空サービスの確保、全国各
都市との直行路線の確保及び離島等の生活路線の維持�

○羽田空港の容量拡大、静岡空港開港、百里飛行場の民間共用化など、国
内の空港整備を踏まえた新たな路線開設及び便数増加による国内航空
ネットワークの拡充�
○高度化する物流システムに対応し、今後増大が見込まれる航空貨物需
要への対応

○福岡都市圏を出発・目的地とする国内外の旅客や貨物需要への対応
○市民の航空利用や物流など、福岡の生活・経済・文化活動に貢献する交通
基盤としての機能�

○周辺離島と福岡を結ぶ生活路線やこれらの地域と他地域を結ぶ乗り継ぎ
拠点機能�

○消防、警察、海上保安庁、テレビ局等、周辺地域の防災・報道等における航
空活動支援�

○運航の安全をより高める努力と万一事故が起こった場合の危機管理�
○騒音や大気汚染等、空港周辺の生活環境への影響低減のための対策の実施

④空港施設

・ピーク時間帯での旅客利用や航空機運航への
制約が生じはじめている
・曜日･季節により航空需要は変動する
・空港利用は7時～22時までに制限
・路線需要や目的による機材の使い分けと小型
・多頻度化の進展�
・航空会社間競争による運賃低廉化とそれに伴
う需要拡大

○国内外の情勢や九州の空港や交通基盤の整備を考慮した、中・長期的な
航空需要を満たし、繁忙期やピーク時間帯での旅客ニーズに対応でき
る空港容量�

○路線の新規開設や増便を可能にし、小型・多頻度化や航空会社間の競争
等によるサービス向上を活性化させるためのゆとりのある空港容量

【福岡空港の役割】

福岡空港に必要な役割

海外・全国と福岡を結び相互交流の拡大を支える空港

【福岡空港の役割１】

航空ネットワークの拡充

【必要となる取り組み】

■グローバル化と少子高齢化が進む中で、地域の持続的な発展を支えるため、現在福岡空港が持つ充実

した国内航空ネットワークも活かしながら、東アジアと福岡・九州を密接に繋ぐ役割が求められます。

サービス向上を促進し、航空需要を支える空港

【福岡空港の役割２】

空港容量の確保

【必要となる取り組み】

■将来の航空需要に対応して、新規路線の開設や増便等を促進させる役割が求められます。ま

た、世界的には、航空自由化の流れの中で、機材の小型・多頻度化の傾向も見られます。

福岡の交通結節機能を活かし、速く･安く･快適な移動を支える空港

【福岡空港の役割３】

利用者の利便性向上

【必要となる取り組み】

■港湾が近接し、鉄道や道路も整備されている福岡のネットワークを活かし、旅客だけでなく物

流についても、いつでも希望する都市へ速く・安く・快適に移動できる交通体系を確保して、

様々な利用者の利便性を高めていく役割が求められます。

地域と共存しながら、福岡・九州の自立的発展を支える空港

【福岡空港の役割４】

幅広い航空利用と安全・環境等への配慮

【必要となる取り組み】

■国際交流、物流、防災、救急活動等幅広い航空利用により、人々の暮らしに貢献し、アジア

や国内における福岡・九州の自立的発展を支える役割が求められます。

　また、空港の運用にあたっては、空港周辺地域の安全確保、環境影響の軽減への取り組み

や、効果的・効率的な整備・運営による財政負担軽減と利便性向上の両立も求められます。

サービス向上を促進し、
航空需要を支える空港

海外・全国と福岡を結び
相互交流の拡大を支える
空港

福岡の交通結節機能を
活かし、速く・安く・快適
な移動を支える空港

地域と共存しながら、福岡・
九州の自立的発展を支え
る空港
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III III将来対応方策の評価の視点の検討 将来対応方策の評価の視点の検討

3.　評価項目の例示2.　評価の視点の設定

　「福岡空港の現状と課題」及び「地域の将来像から」導き出された「福岡空港の役割」を基に、ＰＩステップ１，２で皆様から頂いた評価に関

する意見を踏まえつつ、将来対応方策を比較評価するにあたっての基本となる５つの評価の視点を設定しました。

　ここでは、将来対応方策を比較検討するための評価項目(案)を検討します。

　これらの方策は事業費や効果、自然環境・生活環境への影響等の度合いが大きく異なることを踏まえ、将来対応方策を定量的・定性的に

比較検討する材料として、評価の視点やＰＩで寄せられたご意見等から、現時点で想定される評価項目を以下のように例示します。

　今後、ＰＩステップ４では、評価項目を設定し、将来対応方策ごとの長所・短所等の整理をしていく予定です。

福岡空港に求められるもの

ＰＩステップ１、２での主なご意見 ＰＩステップ３での主なご意見

福岡空港の現状と課題 地域の将来像

福岡空港の役割

必要となる取り組み

福岡空港の需給逼迫の緩和に寄与するこ
とができるか

需給逼迫緩和の視点

福岡空港が将来にわたって国内外の航空ネッ
トワークにおける拠点性を発揮し、利用者
の利便性向上に資することができるか

利用者利便性の視点

方策の実施によって、生活環境や自然環境、
安全性の面で、どのような影響が考えられ
るか

環境・安全の視点

方策を実施した場合、まちづくりや地域振
興にどのような効果を及ぼすと考えられ
るか

まちづくりや地域振興の視点

方策の実施に必要な費用に照らして、利
用者等が十分な効果を得られるか

事業効率性の視点

・発着需要への対応

・効果の発現時期

・施設整備等の自由度

・方策実施の難易度　　

・航空路線の拡充

・便数の拡充

・乗り継ぎ利便性

・アクセス利便性

・運航等の確実性

・利用時間

・生活環境への影響

・自然環境への影響

・安全性の確保

・まちづくりへの影響

・福岡・九州にもたらす効果

・費用と効果　　等

以降 ステップ４で実施予定

ステップ3

サービス向上を促進し、
航空需要を支える空港

海外・全国と福岡を結
び相互交流の拡大を支
える空港

福岡の交通結節機能を
活かし、速く・安く・快
適な移動を支える空港

地域と共存しながら、
福岡・九州の自立的発
展を支える空港

評価の視点

評価項目の例示

航空ネットワークの拡充

○国内航空ネットワーク の拡充
○国際航空ネットワークの強化

利用者の利便性向上

○国際線・国内線の乗り継ぎ機能の強化
○国内航空ネットワークと九州域内交通ネッ

トワーク間の移動性向上
○貨物輸送ニーズへの対応

幅広い航空利用と安全・環境等への配慮

○経済・文化・防災活動等への貢献
○安全性の確保
○生活環境や地球環境へ与える影響の軽減
○効果的な設備投資と効率的な運営

空港容量の確保

○将来の航空需要や小型・多頻度化への対応
○ピーク時間帯における混雑解消
○航空会社間の競争環境整備によるサービ

ス向上と運賃の低廉化の促進
○新規路線開設や増便の促進

評
価
項
目
の
設
定

・滑走路の長さや配置の検討
・新空港案の具体の配置　　等

（
長
所
・
短
所
の
整
理
等
）

対
応
案
の
比
較
評
価

方
向
性（
案
）
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1）将来対応方策を定性的・定量的に比較検討するため、今回示した評価の視点に対する皆様からのご意見等を踏まえ評価項目を設定し

ます。

2）現空港の滑走路増設や新空港の建設による抜本的な対応方策については、以下に示すような検討を行います。

　・現空港の滑走路増設案については、空港の運用方法を踏まえた具体的な滑走路処理能力について検討するとともに、増設滑走路の

長さや配置について検討を行います。

　・新空港については、ウインドカバレッジや周辺地域への影響を踏まえて、候補地ゾーンの中に具体的な滑走路位置を設定します。

3）これらの検討結果や皆様からのご意見を踏まえ、将来対応方策の長所、短所を整理した上で比較評価し、今後の方向性を示します。

IV IVおわりに おわりに

2.　ステップ4の検討内容（予定）1.　ステップ3のまとめ

●将来需要への対応方策の検討

　利用制限型は、利用者や地域に大きな負担を課すこととなるため、また現在の航空自由化の流れからも実現が困難であるため、対

応方策とはなり得ません。

　需要誘発型は、福岡空港の需給逼迫緩和効果がわずかであるため、抜本的な対応方策とはなり得ません。

1）近隣空港との連携

●将来対応方策の評価の視点

　将来対応方策を比較するにあたっての視点として、「福岡空港の現状と課題」及び「地域の将来像」から導き出された「福岡空港の役

割」を基に以下の５つを設定しました。

　①需給逼迫緩和の視点

　②利用者利便性の視点

　③環境・安全の視点

　④まちづくりや地域振興の視点

　⑤事業効率性の視点

　現空港における滑走路増設は、周辺地域への影響や滑走路処理容量など多くの考慮すべき事項があります。また、滑走路長や間隔

など多数の組合せが考えられることから、標準的な滑走路配置と周辺地域の影響を軽減した配置を例示し、それぞれの特徴を整理し

ました。

・滑走路東側へ増設した場合の標準的な配置［東側配置（滑走路間隔300m）］

・滑走路西側へ増設した場合の標準的な配置［西側配置（滑走路間隔300m）］

・周辺地域への影響が軽減される配置［西側配置（滑走路間隔210m）］

2）現空港における滑走路増設

　新空港は、都心部からの距離や地形条件などから、検討対象ゾーンを10ヶ所設定し、さらに気象、空域、自然環境、航空機騒音など

から６ゾーンを選出しました。 

　その中から、有力な「三苫・新宮ゾーン」及び「志賀島・奈多ゾーン」の特徴を整理しました。

3）新空港

●ステップ4の検討内容（予定）




















